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独立行政法人国際協力機構は、ブルキナファソ国の保健社会向上センター建設計画にか

かる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株式会社福永設計及び株式会社国際

テクノ・センターから構成される共同企業体に委託しました。 

調査団は平成23年2月から平成24年3月まで、ブルキナファソ国の政府関係者と協議を行

うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに

本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

平成 24 年 3 月 

 
独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構 
人 間 開 発 部 
部 長  萱 島  信 子 

 



 
 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要約



 
 

 



要約-1 
 

要     約 

 

1.国の概要 

ブルキナファソ国（以下、「ブ」国）は、アフリカ西部、サハラ砂漠の南部に位置する内陸

国で、マリ、ニジェール、コートジボワール、ガーナ、トーゴ、ベナンと国境を接する。国

土面積は 27.4 万平方 km（日本の約 0.7 倍）、標高は 200～700m で、北・西部が高く、南部が

低い。国土を貫くボルタ川沿いを除く全土にサバンナが広がる。気候は熱帯性で、ほぼ 5か月

間の雨季（5～9 月）、７か月間の乾季（10～4 月）がある。 

2006 年の国勢調査は、総人口 14,017,262 人の 4割以上を 15 歳未満人口が占め、粗出生率人

口千対 46、粗死亡率同 11.8、自然増加率 3.42%、合計特殊出生率が女性 1人あたり 6.2 と人口

増加が続く傾向を示した。 

「ブ」国は 1991 年に最初の構造調整計画が開始して以来、西アフリカ諸国のなかでは比較

的良好な経済パフォーマンスをみせており、「ブ」国政府による経済改革、民主化努力は、世

銀、IMF 等を含む諸パートナーから高く評価されている。その一方で、2010 年現在も、国民

一人当たりの GNI は約 550 ドルとサブサハラ諸国平均の 1,176 ドルを大きく下回っている。 

「ブ」国の GDP は 88.2 億ドルで、GDP に占める割合は第 1 次産業 34％（粟、とうもろこし、

タロイモ、綿および牧畜）、第 2 次産業 23％、第 3 次産業 43％となっている。主要産業は農

業で、人口の約 80％が農村部に暮らしている。 

 

2.プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「ブ」国政府は、経済成長の推進、貧困層への基本的社会サービス（教育・保健・水の

供給）へのアクセスの向上、貧困層の所得向上と雇用の拡大、ガバナンスの強化を優先課

題として国家開発をすすめてきており、近代的で結束の強い社会を目指して、今後も成長

の加速と発展の持続性を高めてゆくとしている。一連の開発政策において、保健セクター

は人的資源の開発を支える重要分野と位置づけられ、住民から基礎保健サービスまでのア

クセスの改善、基礎保健サービスの質の向上と利用の増大に力が注がれてきた。また、国

家開発戦略に基づいて策定された「国家保健開発計画(Plan National Développement 

Sanitaire 2011-2020)」においても、基礎保健のサービス提供能力の向上、すなわち、基

礎保健サービスのアクセスの改善が主要戦略として継承され、このための保健医療従事者

の育成、基礎保健サービスを提供するための基盤としての基礎保健施設の機材の整備、基

礎医薬品の調達力の強化が謳われている。 

このような背景下、｢ブ｣国政府は基礎医療へのアクセスの悪い地域（10 保健行政区の

計 39 か所）において基礎保健インフラである保健社会向上センター（Centre de Santé 

et de Promotion Sociale, CSPS）施設を建設し、機材を整備することにより、対象地

域における保健医療へのアクセスと質の向上を図ることを目的としてわが国に対して

2008 年 8 月に無償資金協力を要請した。 
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3.調査結果の概要とプロジェクトの内容 

「ブ」国政府からの要請を受け、2010 年 3 月、国際協力機構（JICA）は準備調査（予備調査）

を実施し、要請の背景、内容、保健政策等について確認を行った。右結果を踏まえ、日本政

府はプロジェクトの必要性・妥当性確認、および概略設計を行うため保健社会向上センター

建設計画準備調査（その 2）の派遣を決定した。これを受け、JICA は 2011 年 2 月から 2012 年

3 月にかけ準備調査（その 2）を実施し、合計 4 回の現地調査が実施された。前半の 2 回の調

査では「ブ」国保健省他、先方プロジェクト関係者との協議を通して要請内容の確認、妥当性

を検証するとともに、対象地域におけるサイト調査を行った。後半の 2回の調査では主に概略

設計の説明、入札図書作成にかかる調査を実施した。 

本プロジェクトは「ブ」国における保健サービスのアクセス改善を上位目標とし、国

内でも特に状況が悪い地域において 39 か所の CSPS の建設、機材供与、運営委員会

(Comites de gestion, COGES)の組織化と研修にかかるソフトコンポーネントの実施をと

おして当該地域における基礎保健サービスへのアクセスを改善させることを目標とし

ている。 

 

表-1 計画施設内容 

 

施設名 

  

内容（棟数、面積、部屋名） 

棟数 面積(㎡) 部屋名 

一般診療棟 39 棟 8,837.40 診察室、処置室、治療・小手術室、経過

観察室、職員事務室、倉庫 

産科棟 39 棟 8,837.40 診察室、陣痛室、分娩室、産科経過観察

室、職員事務室、倉庫 

一般サービス棟 39 棟 3,409.38 薬品販売所、薬品倉庫、予防接種室、 

倉庫 

保健医療従事者宿舎 117 棟 9,739.08 居間、寝室、台所、便所 

一般診療棟・産科棟用 

外部便所・シャワー棟  

78 棟 966.42 シャワー 

便所 

一般サービス棟 

外部便所・シャワー棟 

39 棟 241.80 シャワー 

便所  

ポンプ設置、上部工事 21 か所 45ｍ深度ポンプｘ16.60ｍ深度ポンプｘ5

その他（銘板等）   

小計 351 棟 32,031.48

井戸工事 

試掘 21 か所 - 掘削、揚水試験 

小計 21 か所 
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表-2 計画機材内容 

 

表-3 ソフトコンポーネント内容 

活動内容 期間 講師 対象者 教材 

保健行政区に対

する巡回指導 

10保健行政区 

各2日間 

合計20日間 

保健省職員 

主任医務官 

現地技術者 

保健行政区職員 

新設CSPS配属予定者 

保健省マニ

ュアル 

COGES組織化・ 

研修活動 

39村 

各7日間 

合計273日間 

主任医務官 

保健行政区職

員 

現地技術者 

建設予定村のリーダー

COGESメンバー候補 

保健省マニ

ュアル 

保健行政区

作成教材 

 

4．プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの全体工期は、第 1バッチ入札期間 7.5か月、第 1バッチ工事期間 12.5

か月、第 2 バッチ工事期間 12.5 か月、調達代理機関撤収期間 1 か月の合計 33.5 か月で

ある。 

 

本プロジェクトに必要な「ブ」国側負担分概略事業費は 0.11 億円と見込まれる。（日

本側負担分：施工・調達業者契約認証まで非公表） 

 

5．プロジェクトの評価 

5-1 妥当性 

本プロジェクトは、「ブ」国内においても特に状況が悪い地域において CSPS の建設をと

おして当該地域における基礎保健サービスへのアクセスを改善させることを目標とするも

のであり、貧困層への基本的社会サービス（教育・保健・水の供給）を優先課題のひとつ

に掲げて進めてきた「ブ」国政府のこれまでの開発政策、その延長として成長の加速と持

続性を高めるための施策、また、これら国家開発政策を踏まえて、住民にとっての基礎保

機材名 内容（仕様、用途） 数量 サイト数 

医療家具 

 

キャビネット、机、椅子、ベッド、ベッドサイ

ドテーブル、会議テーブル、衝立、診察台等 

15 品目 

（3,159 個） 

39 サイト 

 

医療機材 

 

保冷材、吸引機、圧力滅菌機、滅菌トレー、た

らい、浣腸セット、ブタンガスボンベ、処置カ

ート、アイスボックス、診察灯、体重計、ガス

式冷蔵庫、聴診器、血圧計、尿瓶等 

58 品目 

（7,605 個） 

39 サイト 

 

その他 

機材 

予防接種用オートバイ、金庫、シャベル、 

つるはし等 

10 品目 

（468 個） 

39 サイト 

 

 合計 83 品目 

（11,232 個） 
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健サービスへのアクセスの改善を主眼としてきた保健政策に確実に貢献する。また、わが

国の TICAD フォローアップ事項「1000 箇所の保健施設の改善」および MDG 目標 5「妊産婦

や新生児死亡への低減」に貢献することが期待され、貧困削減、人間の安全保障への貢献

を方針としてきた日本の「ブ」国に対する援助方針とも整合する。 

39 の CSPS にはそれぞれ 5,000～8,500 人の診療圏人口が想定され、本計画実施による直

接的な裨益人口は 39 か所全体で 23.4 万人にのぼる。また、保健行政区の性別年齢別人口

の比率を用いて、各診療圏における出産可能年齢女性（15～49 歳）、乳幼児（0～5 歳未満）

の人口を推計すると、23.4 万人のうち 5.4 万人が出産可能年齢女性、4.5 万人が乳幼児で

あると考えられる。 

これら 23.4 万人の裨益人口は、通信・交通手段も極めて限られる地方の遠隔地に暮ら

す人々である。現状において、保健サービスまでの距離は 10～70 km もあり、徒歩以外に

交通手段を持たない女性や子どもにとって容易に到達できる距離ではない。本計画が実施

されることにより、これら 23.4万人が概ね 10km以内に保健サービスを有することとなり、

地方農村部の貧困層の生活改善としての効果も大きい。 

 

 

 

5-2 有効性 

本プロジェクトの実施により、以下の定量的効果および定性的効果が期待され、有効

性は高いと判断される。 

 

(1) 定量的効果 

ア 対象地域におけるCSPSの診療圏半径の平均が9.16KM（2009年）から8.22Kｍ（2015年）

に10％短縮する。 

イ 対象地域（10保健行政区）における住民一人当たりの年間受診数が0.58回（2010年）

から0.64回（2015年）の10％増加する。 

 

(2) 定性的効果 

ア 一次医療施設へのアクセスが容易になることから、対象地域における基礎医療サービ

スが改善に寄与する。 

イ CSPSの日常の運営・維持管理を担う運営委員会（COGES）の組織化・研修指導により、

対象CSPSにおけるCOGESの組織化が促進される。 
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■写真-1：既存一般診療棟外観 

ベランダは待合スペースの他、患者家族が

宿泊するスペースとしても使用される。 

■写真-2：既存診察棟内部 

シンクカウンターおよび医療機材。開口部に

ガラスは無くスチール製ルーバー窓のみ。 

 

 

■写真-3：既存産科棟 

診察待ちの人々が入り口付近にあふれてい

る。 

■写真-4：既存産科棟内部 

分娩室の腰壁はタイル貼り、上部はペンキ仕

上げである。 

 

 

■写真-5：既存薬局販売所外観 

独立棟として敷地内に配置される。 

■写真-6：薬品販売所内部 

薬品は棚に整理されている。販売による収益

が、薬品購入の回転資金および CSPS の運営

資金となる。 

写 真 



 
 

 

 

■写真-7：既存井戸 

手動式ポンプ井戸が一般的。 

■写真-8：既存保健医療従事宿舎 

宿舎は CSPS に保健医療従事者を配属するた

めに、必要不可欠な条件となっている。 

  

■写真-9：外壁に取り付けられた給水タン

ク 井戸から汲み上げられた水は、人力で

給水タンクに注がれる。 

■写真-10：アウトリーチサービス 

ワクチンを保冷箱に詰め、バイクで出張して

予防接種を行う。 

  

■写真-11：対象サイトへのアクセス道路 

主要都市間の幹線道路以外は未舗装の道路

がほとんどである。 

■写真-12：敷地全景 

対象サイトは概ね平坦な敷地であり、電気は

引かれていない。 

写 真 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1当該セクターの現状と課題 

1-1-1現状と課題 

 

（1）保健状況一般 

ブルキナファソ国（以下、「ブ」国）は、アフリカ西部、サハラ砂漠の南部に位置する内陸

国で、マリ、ニジェール、コートジボワール、ガーナ、トーゴ、ベナンと国境を接する。国土

面積は27.4万平方km(日本の約0.7倍)、標高は200m～700mで、北・西部が高く、南部が低い。

国土を貫くボルタ川沿いを除く全土にサバンナが広がる。気候は熱帯性で、ほぼ5か月間の雨

季（5～9月）、７か月間の乾季（10～4月）がある。国民はモシ族、グルマンチェ族、ヤルセ族、

グルーシ族、ボボ族等の多くの民族で構成される。公用語はフランス語で、このほかモシ語、

ディウラ語、グルマンチェ語も使用される。宗教は伝統的宗教が6割近くを占め、ついでイス

ラム教（約3割）が多く、キリスト教も信仰されている。 

2006年の国勢調査は、総人口14,017,262人の4割以上を15歳未満人口が占め、粗出生率人

口千対46、粗死亡率同11.8、自然増加率3.42%、合計特殊出生率が女性1人あたり6.2と人口

増加が続く傾向を示した。 

国連機関の統計によれば「ブ」国および周辺諸国の基礎指標は表1-1のとおりで、最も状況

が悪いのはマリとニジェールであるが、「ブ」国の子どもの死亡率（乳児死亡率出生千対91、5

歳未満児死亡率同 166）はニジェールよりも高い。妊産婦死亡率は、この 2 か国（出生十万対

800以上）よりも「ブ」国（560）の方が低いが、他の4カ国（トーゴ、ガーナ、コートジボワ

ール、ベナン）の値が400前後であることを考えれば、「ブ」国の値は近隣地域において相対的

に高く、改善の余地が大きいことが窺える。 

 

表 1-1 ブルキナファソおよび周辺国の保健指標 

 ﾏﾘ 
ﾆｼﾞｪｰ

ﾙ 

ﾌﾞﾙｷﾅ

ﾌｧｿ 
ﾄｰｺﾞ ｶﾞｰﾅ 

ｺｰﾄｼﾞ 

ﾎﾞﾜｰﾙ 
ﾍﾞﾅﾝ 

ｻﾌﾞｻﾊ

ﾗ 

乳児死亡率1 (出生千対) 101 76 91 64 47 83 75 81 

5歳未満児死亡率 1 (出生千対) 191 160 166 98 69 119 118 129 

出生時平均余命 1 (年) 49 52 53 63 57 58 62 53 

合計特殊出生率 1 (女性1人あたり) 5.4 7.1 5.8 4.2 4.2 4.5 5.4 5 

保健員による出産介助率 2 (％) 49 33 54 62 57 57 74 45 

施設分娩率 2 (％) 45 17 51 63 57 54 78 41 

妊産婦死亡率 3 (出生十万対) 830 820 560 350 350 470 410 640 

1 2009年  2 2005～2009年  3 2008年。妊産婦死亡率は国連機関（WHO/UNICE/UNFPA/世銀）の調整値 

出典：State of the World's Children 2011 

 

政府統計によれば、「ブ」国の国民の主な死因・疾病は感染症で、特にマラリアが死因の 5

割以上を占める。近年の推移をみると、それまで全死因の 3％未満であった非細菌性の下痢症

が 10％以上（2008 年）を占めるほか、一旦は減少傾向（2002～2005 年）をみせた髄膜炎がと
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きおり再燃（2006 年）するなど、不安定な状況が続いている。「ブ」国政府は、マラリア、急

性呼吸器感染症、栄養不良、下痢症、HIV/エイズ、性感染症、結核、ハンセン病、熱帯病を公

衆衛生上の最重要疾患としてあげ、「ブ」国は常に髄膜炎や麻疹の流行の可能性に直面し、また、

近年は心疾患、精神疾患、糖尿病、栄養障害、がん、交通事故などの非伝染性疾患も重要性を

増している。 

 

表1-2 主な死因の推移（％） 

 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

重症マラリア 34.1 33.6 46.9 34.3 46.3 45.8 52.6 48.3 

髄膜炎 18.4 22.0 11.9 14.7 7.4 13.3 7.2 7.6 

気管支肺炎 6.5 7.4 3.7 7.3 8.0 6.5 13.2 8.4 

下痢症 2.9 3.2 2.4 2.6 1.7 2.0 2.7 10.1 

赤痢 0.8 2.1 2.0 2.0 0.4 -- -- -- 

貧血 5.4 2.1 5.8 7.6 8.7 7.8 4.3 7.7 

咬傷（蛇） 3.7 2.9 2.5 4.1 2.5 2.5 2.6 1.9 

以上の疾病全体 71.8 73.3 75.2 72.6 75.0 77.9 82.7 84.0 

出典： Direction des Etudes et de la Planification, Ministère de la Santé, Burkina Faso 

 

表1-3外来患者の主要疾病（％） 

 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

軽症のマラリア 13.3 32.0 33.0 35.0 30.9 35.3 36.7 40.6

気管支肺炎 9.2 12.8 14.5 13.2 10.2 13.1 14.1 14.1

皮膚の感染症 9.7 7.4 7.8 6.6 4.7 4.2 4.1 3.8

重症マラリア 6.8 5.3 6.5 6.5 5.0 4.9 4.1 4.0

腸管寄生虫症 5.6 4.0 4.0 5.0 11.3 4.2 3.9 3.7

下痢症 6.3 4.0 2.1 4.7 4.5 4.4 4.1 3.8

消化器疾患 2.7 2.6 3.3 2.9 3.1 2.9 2.5 2.3

肺炎 1.7 2.0 2.6 2.5 2.9 -- -- -- 

鼻咽頭炎 2.3 2.5 2.0 2.4 -- 2.2 -- 2.1 

以上の疾病全体 57.6 72.6 75.8 86.7 72.6 71.2 69.5 74.4

出典： Direction des Etudes et de la Planification, Ministère de la Santé, Burkina Faso 

 

表1-4:入院患者の主要疾病（％） 

 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

重症マラリア 38.7 40.5 54.5 57.4 52.5 53.4 52.6 72.5

肺炎・気管支炎 13.2 14.0 4.0 11.0 9.0 12.4 13.2 5.8

髄膜炎 5.0 9.4 3.8 3.0 1.9 5.6 7.2 1.7

下痢症 6.0 4.0 3.4 3.1 3.1 2.9 2.7 1.6

咬傷（蛇） 2.7 2.0 3.2 3.1 2.9 2.8 2.6 2.2

赤痢 4.7 3.4 3.0 2.5 -- -- -- -- 

麻疹 2.5 <1 3.5 -- 0.2 -- -- -- 

貧血 3.0 <1 3.2 3.3 8.7 4.2 4.3 2.9

消化器疾患 5.0 2.0 3.0 1.5 2.0 2.1 2.1 1.3

外傷（感染を伴う） 2.1 1.2 <1 <1 0.1 -- -- -- 

出典： Direction des Etudes et de la Planification, Ministère de la Santé, Burkina Faso 
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「ブ」国政府は、感染症および非伝染性疾患についてまだ十分な対策がとれていないために、

その結果としてこれら疾病の罹患率、死亡率が依然として高いという認識にたち、特に、妊産

婦と子どもの死亡率の高さを、国民の死因と死亡にまつわる最も大きな問題と位置づけている。 

政府によれば、妊産婦死亡の約2割はマラリア、貧血、HIV/エイズの疾病により、約8割は

直接産科的死亡によるとされる。直接的産科死亡は出血、感染症、難産が3分の2を占め、女

性器切除、非合法な人工中絶、保健サービスの欠如など様々な要因が複合する。子どもの死亡

は、新生児では重篤な感染症、低出生体重/未熟児、低酸素症、新生児破傷風、新生児期以降の

乳幼児では肺炎、マラリア、下痢症、HIV/エイズ、麻疹が主な原因となっている。なお、青少

年では若年期の望まない妊娠および非合法な人工妊娠中絶にまつわる問題、すなわち、上述の

母子保健の延長にあるリプロダクティブ・ヘルスに課題が大きいことが窺われる。 

 

（2）保健医療サービス 

「ブ」国の保健医療サービスは、国、地方、保健行政区の3つの行政レベルを基盤とし、国

レベルに専門的な診療を行う医科大学病院3施設、地方レベルに総合病院9施設、保健行政区

レベルに簡便な手術のできる保健施設（42 施設）、プライマリヘルスケアを提供する保健社会

向上センター（Centre de Santé et de Promotion Sociale, CSPS）（1,429 施設）が設置され

ている（施設数は2010年の保健省統計）。 

 

（3）保健分野の人材育成 

「ブ」国では、医師以外の保健医療従事者は、国立公衆衛生学校（Ecole Nationale de Santé 

Publique, ENSP）で育成される。ENSP は 1977 年にワガドゥグに開設された保健医療従事者育

成機関で、現在は全国5か所（ワガドゥグ, ボボデュラソ,ファダ,クドゥグ,ワイグゥヤ）に所

在し、基礎コース（看護職、助産職、保健職等）、専門コース（外科看護師、疫学科看護師、病

院管理者）の2コースが設けられている。 

 

（4）保健社会向上センター（CSPS）の概要 

本計画が対象とする CSPS はプライマリヘルスケアを提供する施設で、一般傷病の治療と母

子保健を軸とした保健サービスを提供し、予防接種については活発なアウトリーチサービスも

行っている。CSPSには、看護職1、助産職2、公衆衛生職3それぞれ1名ずつの保健医療従事者が

配置される。病気の治療でCSPSを受診する住民はマラリア、下痢症、他の感染症の患者が多く、

これらの治療は主に看護職が行う。妊産婦ケアのサービス内容は主に産前/産後健診と分娩ケア

（正常分娩）で助産職が担当する。CSPSの施設内に留まらず村々への巡回も行う予防接種や衛

生教育等は公衆衛生職が担当している。 

                             
1 国家看護師（infirmier d'état）または准看護師（infirmier breveté） 
2 助産助手（accoucheuse auxiliaire） 
3 公衆衛生士（agent itinérant de santé） 
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途上国の保健開発において、地方の貧困層の手が届くところに基礎保健サービスがあるかど

うかは、特に子どもや妊産婦の死亡率を低減していくための基本的な条件である。「ブ」国にお

いても、政府はCSPSを増設して個々のCSPSの診療圏をより小さくする、すなわち、住民から

CSPSまでの距離を短くするための努力を続けている。これに関し、「ブ」国政府は、CSPS等の

診療圏半径（Rayon Moyen d'Action Théorique, RMAT）を基礎保健サービスへのアクセスの改

善をモニタリングするための指標として用いている。RMAT は、保健行政区の面積と CSPS およ

び他の小規模施設4の施設数から算出される合成指標で、住民が CSPS へ到達するまでの実際の

距離を直接示すものではないが、RAMTの値の推移をみることで、サービスアクセスの改善の度

合いをモニタリングすることができる。 

後述するように、貧困削減戦略を踏まえた保健開発が開始して以来、CSPS数は835施設（2001

年）から1,429施設（2010年）まで増加し、RMATも 9.18 kmから7.34kmまで短縮した。しか

し、個々の保健施設の診療圏の半径が7 kmという大きさは、徒歩以外の交通手段を持たない地

方農村部の女性にとって保健サービスに容易に手が届く状況とは言いがたい。当然ながら、CSPS

の設置を今後も継続していく必要があり、「ブ」国政府は、特に所定の人口規模がありながら最

寄りのCSPSが遠い地域を優先してCSPSを設置するべく、国際社会の支援を求めている。 

 
表1-5: CSPS数とサービスカバレッジ改善の進捗 

 2001 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

CSPS数* 835 1,172 1,211 1,268 1,352 1,373 1,611 

診療圏の半径 = RMAT（km） 9.18 8.16 7.83 7.49 7.51 7.49 7.34

診療圏あたりの人口（人） 14,117 10,079 9,946 9,835 9,692 9,835 9,813 

* CSPSおよび小規模施設の数 

出典： Annuaire Statistique 2010, Juillet 2011, Ministère de la Santé, Burkina Faso 
 Annuaire Statistique 2006, Mai 2007, Ministère de la Santé, Burkina Faso 

 

1-1-2開発計画 

 

（1）国家開発計画 

「ブ」国政府は、2000 年にサブサハラで 2 番目にあたる「貧困削減戦略文書（Cadre 

Stratégique de Lutte contre la Pauvreté, CSLP）」を策定し、その後の第2次CSLPでは、経

済成長の推進、貧困層への基本的社会サービス（教育・保健・水の供給）および社会保障への

アクセスの向上、貧困層の所得向上と雇用の拡大、ガバナンスの強化を優先課題としてきた。 

その後、2010年 12月には「成長加速と持続発展のための戦略文書（Stratégie de Croissance 

Accélérée et de Développement Durable 2011-2015, SCADD）」がCSLPに代わる戦略文書とし

て採択され、これに基づいてセクターごとの開発計画がすすめられている。 

「ブ」国政府は、CSLP開始時からの改革政策に関し、特にミレニアム開発目標の達成に力を

注ぐうえで、開発の速度と持続性をより高めることを目的として、SCADD を策定したとしてい

                             
4 CSPS機能のうち外来診療または産科のどちらかしかない小規模な施設等。2010年現在で、

CSPS 1,429施設に対して小規模施設は182施設ある。 
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る。SCADDでは、ミレニアム開発目標の主なモニタリング指標について以下のように2015年ま

での達成値が設定されている。 

 

表1-6 SCADD 2011-2015におけるミレニアム開発目標の達成目標 

ミレニアム 
開発目標 

達成目標 指標 現状 目標値
2015 年 値 

1 極度の貧困と

飢餓の撲滅 
1-A 2015年までに1日1

ドル未満で生活する人

口の割合を1990年の水

準の半数に減少させる 

1.1 貧困ライン以下で暮らす

人の割合  
2009 43.9 < 35 

1.2 貧困ギャップ率 2008 14.10 6.95 

1.3 最貧困層（最下位20%）の

国内消費に占める割合 
2009 4.01 10 

1-B 女性、若者を含む

すべての人々の、完全

かつ生産的な雇用、適

切な雇用を達成する 

1.4 就業者1人あたりGDP成
長率 

2007 3.80 10.6 

1.5 都市部における人口に対

する就業者の割合 

2003 86.20 100 

1-C 2015年までに飢餓

に苦しむ人口の割合を

1990年の水準の半数に

減少させる 

1.6 5歳未満児の低体重の割合 2007 31.70 23 

1.7 カロリー摂取が必要最低

量に満たない人口の割合 

2006 32.80 23 

2. 普遍的な初

等教育の達成 
2-A 2015年までにすべ

ての子どもが男女の区

別なく初等教育の全課

程を修了できるように

する 

2.1 初等教育の総就学率 2009 74.80 100 

2.2. 初等教育の純就学率 2009 57.40 70 

2.3 初等教育を修了する子の

割合 

2009 45.90 75.7 

2.4 15-24歳識字率の男女比率 2007 39.30 60 

3. ジェンダー

平等の推進と女

性の地位の向上 

3-A 2005年までに初・中

等教育で男女格差を解

消し、2015年までに男

女格差を解消する 

3.1 ジェンダー格差指標 2009 0.91 1 

3.2 国会の議席に占める女性

議員の割合 

2009 12.70 33 

4. 子どもの死

亡率の低減 
4-A 2015年までに5歳未

満児死亡率を1990年水

準の3分の1にまで引き

下げる 

4.1 5歳未満児死亡率 2006 142 52.71 

4.2 乳児死亡率 2006 91.77 34.43 

4.3 麻疹の予防接種を受けた

1歳児の割合 

2008 97.60 100 

5. 妊産婦の健

康状態の改善 
5-A 2015年までに妊産

婦死亡率を1990年水準

の4分の1に引き下げる 

5.1 妊産婦死亡率 2006 307 176.70 

5.2 資格のある保健員が介助

する出産の割合 

2009 70.70 85 

5-B 2015年までにリプ

ロダクティブ・ヘルス

の完全普及を達成する 

5.3 避妊実施率 2008 27.90 40 

5.4 産前健診受診率（1回以

上） 

2008 95.10 100 

6. HIV/エイズ、

マラリア、その

他の感染症の蔓

延防止 

6-A 2015年までにHIV/

エイズのまん延を阻止

し、その後、減少させ

る 

6.1 15-24歳のHIV陽性の割合 2008 1.30 1.12 

6.2 高リスク層におけるコン

ドーム使用率 

2009 69.60 100 

6.3 15-24歳のHIV/エイズの正

しい知識をもつ割合 

2009 24.90 100 

6-B  2010年までに必

要とするすべての人が

HIV/エイズの治療を受

けられるようにする 

6.4 抗レトロウィルス剤によ

る治療をうけるエイズ患者の

割合 

2009 47 100 

Cible 6C :2015年までに

マラリアやその他の主

要な疾病の発生を阻止

し、その後、発生率を

下げる 

6.5 薬剤浸潤蚊帳を使用して

いる5歳未満児の割合 

2005 23.17 80 

6.6.a 結核患者発見率 2008 19.9 51 

6.6.b 人口十万対結核有病率 2008 337 200 

6.6.c 結核死亡率 2008 10.9 <5 
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6.7 DOTS方式で治療を受ける

結核患者の割合 

2007 72.12 85 

7. 環境の持続

可能性の確保 
 

Cible 7A : 持続可能な

開発の原則を国家政策

やプログラムに反映さ

せ、環境資源の損失を

阻止し、回復を図る 

7.1 安全な飲料水水源を有す

る人口の割合（都市） 

2009 72 89 

7.2 安全な飲料水水源を有す

る人口の割合（地方） 

2009 55 76 

7.3 適切な衛生設備を利用す

る人口の割合（都市） 

2009 19 57 

7.4 適切な衛生設備を利用す

る人口の割合（地方） 

2007  54 

Cible 7.B :2010年まで

に生物多様性の損失を

確実に減少させその後

も継続的に減少させる 

7.5 環境アセスメント調査が

実施される割合 

2010  80 

7.6 開墾地の割合 
 

2010 0 10 

出典：Stratégie de Croissance Accélérée et de Développement Durable 2011-2015, Burkina Faso 

 

（2）保健分野開発計画 

保健医療分野の開発戦略は、10 年ごとに「国家保健政策（Politique Nationale de Santé, 

PNS）」が定められ、PNSの実施計画にあたる「国家保健開発計画（Plan National Développement 

Sanitaire, PNDS）」が策定される。 

2001 年以降 2010 年までは、CSLP を踏まえた PNS 2001-2010、その実施計画である PNDS 

2001-2010 によって、住民から基礎保健サービスまでのアクセスの改善、基礎保健サービスの

質の向上と利用の増大、感染症・非伝染性疾患の対策強化、HIV 感染の低減、保健分野の人材

育成などの 8 つの項目を目標として保健開発がすすめられた。「ブ」国政府は、2010 年までの

活動をとおして、保健サービスへのアクセスと利用率、治療の成果などについて一定の成果が

得られたことを重視して、今後はさらに効果的な保健開発をすすめていくとしている。 

 

表1-7 PNDS 2001-2010のモニタリング指標 

指標 2001年 2005年 2009年 

CSPS等の診療圏半径（km） 9.18 8.2 7.49 

規定の保健医療従事者がいるCSPSの割合（%） 73 77 83.2 

CSPSあたりの人口（人） 14,177 10,079 9,835 

住民1人当たりの年間受診数（回） 0.21 0.33 0.56 

保健医療従事者による出産介助の割合（%） 38.09 37.87 73.2 

避妊実施率（%） 12.64 22.46 26.6 

結核治療率（%） 51.95 54.25 76.2 

5歳未満児の重症マラリアでの死亡率（%） 37.06 8.76 2.22 

抗レトロウィルス剤治療を受けるエイズ患者の割合（%） 33.9 50.4 50.7 

出典：Plan Nationale de Développement Sanitaire 2011-2020, Février 2011 
Ministère de la Santé, Burkina Faso 

 

「ブ」国政府は、PNDS 2001-2010 の成果と教訓を踏まえ、PNDS 2011-2020 では以下のよう

に8つの主要戦略と優先事項を掲げ、これらの活動の実施による妊産婦と子どもの死亡率、主
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要感染症による死亡率の低減へのインパクトとして、2012 年、2015 年、2020 年の段階的な予

測値を示している。 

 

表1-8 PNDS 2011-2020の主な戦略と優先事項 

戦略 優先事項等 

1. リーダーシップと良い統治 保健省の調整能力の強化、セクター横断的な連携とパートナシップの強

化、関連法規・基準などの整備、汚職防止等 

2. 保健サービス体制の改善 良質な保健サービスの提供、母子保健サービス体制の強化、コミュニテ

ィレベルの保健サービスの強化、自然災害への備え等 

3. 保健セクターの人材育成 保健医療従事者の管理の合理化、質の良い人材の育成等 
 

4. 疾病対策と健康増進 労働保健・学校保健の向上、社会啓発活動の強化、良質な栄養プログラ

ム、優先疾病の対策強化等 

5. サービスインフラの改善 サービスインフラの強化、医療機材整備と保守管理強化、薬品・ワクチ

ン等の供給能力の向上等 

6. 保健情報システムの改善 保健情報の解析能力の向上、解析結果の戦略的活用等 
 

7. 保健調査の促進 保健省における調査研究能力の向上、保健調査に関するパートナーシッ

プの促進 

8. 保健医療財政の強化と住民の保

健医療費の負担の軽減 

PNDS 2011-2020 の効果的実施に必要な資金の確保、住民にとって経済

的に負担可能な基礎保健サービスの確保 

出典：Plan Nationale de Développement Sanitaire 2011-2020, Février 2011. 
Ministère de la Santé, Burkina Faso 

 

表1-9 PNDS 2011-2020の実施をとおして期待される成果 

指標 現状 2012年 2015年 2020年 

5歳未満児死亡率（出生千対） 184.00 113.85 68.30 54.69

乳児死亡率（出生千対） 81.00 49.91 30.47 24.04

新生児死亡率（出生千対） 31.00 18.90 12.03 9.16

妊産婦死亡率（出生十万対） 484.00 403.29 278.57 241.38

結核死亡率（人口十万対） 62.84 45.71 37.53 30.48

HIV/エイズによる死亡率（人口十万対） 48.57 22.52 10.03 2.70

マラリアによる死亡率（人口十万対） 7.25 4.82 3.06 2.47

5歳未満児の慢性の栄養失調の割合（％） 0.29 0.27 0.24 0.23

出典：Plan Nationale de Développement Sanitaire 2011-2020, Février 2011. 
Ministère de la Santé, Burkina Faso 

 

1-1-3社会経済状況 

 

「ブ」国政府では、1991年に最初の構造調整計画が開始して以来、財政不均衡や国際収支の

是正、民間部門の強化等の各種政策が実施され、1994 年の FCFA 切り下げ後もその衝撃の吸収

に成功するなど、西アフリカ諸国の中では比較的良好な経済パフォーマンスをみせている。「ブ」

国の経済改革、民主化努力は、世銀、IMF等を含む諸パートナーからも高く評価されている。 
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「ブ」国のGDPは 88.2億ドルで、GDPに占める割合は第1次産業34.2%（粟、とうもろこし、

タロイモ、綿および牧畜）、第2次産業23.1%、第3次産業42.8%となっている。「ブ」国におけ

る主要産業は農業であり、人口の約80％は農村部に暮らしている。 

 

 

1-2無償資金協力の背景・経緯および概要 

 

（1）背景 

「ブ」国政府は、一連の開発政策において、保健セクターを人的資源の開発を支える重要分

野と位置づけ、基礎保健サービスのアクセスの改善を主要な戦略とし、このための保健医療従

事者の育成に力を入れ、また、国際社会の支援を仰いで基礎保健サービスを提供するための基

盤としての基礎保健施設の整備もすすめてきた。これに関し、｢ブ｣国政府は基礎保健サービス

へのアクセスの悪い地域（10の保健行政区での計39か所）においてCSPS施設を建設し、機材

を整備することにより、対象地域における保健医療へのアクセスと質の向上を図ることを目的

として我が国に対して2008年 8月に無償資金協力を要請した。 

 

（2）経緯 

「ブ」国政府からの要請を受け、2010年 3月、国際協力機構（JICA）は準備調査（予備調査）

を実施し、要請の背景、内容、保健政策等について確認を行った。右結果を踏まえ、日本政府

はプロジェクトの必要性・妥当性確認、および概略設計を行うため保健社会向上センター建設

計画準備調査（その2）の派遣を決定した。これを受け、JICAは 2011年 2月から2012年 3月

にかけ準備調査（その 2）を実施し、合計 4 回の現地調査が実施された。合計 4 回の現地調査

を実施した。前半の2回の調査では、「ブ」国保健省他、先方プロジェクト関係者との協議を通

して要請内容の確認、妥当性を検証するとともに、対象地域におけるサイト調査を行った後半

の2回の調査では主に概略設計の説明、入札図書作成にかかる調査を実施した。 

 

（3）概要 

先方の最終要請内容は、ブクルドムーン地方（デドゥグ県、ソレンゾ県、ヌナ県、トゥガン

県）、カスカード地方（マンゴダラ県、バンフォラ県）、南西地方（ディエブグ県、バティエ県）、

中西地方（サプイ県、レオ県）における39か所のCSPSの整備で、建設サイト、新設CSPSの診

療圏人口、建設サイトから最も近い既存の CSPS までの距離は表 1-9 のとおりである。これら

10県はそれぞれがひとつの保健行政区であり、いずれもRMATが全国平均（7.34km）を上回る。

さらに、39の要請サイトでは最寄のCSPSまでの距離が10～73 kmもある。新設されるCSPSに

見込まれる診療圏人口は39か所合計で23.4万人に上り、保健行政区ごとの性別年齢別人口比

にしたがって算出すると、23.4 万人のうち、5.3 万人が出産可能年齢（15～49 歳）女性、4.4

万人が乳幼児（5歳未満児）となる。 
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表1-10 先方最終要請サイト 

県 

（保健行政区） 
RMAT1 No. 

CSPS建設サイト 

（村の名称） 

新CSPSの 

診療圏人口2 

既存CSPS 

への距離 2 

バンフォラ 7.4 km 1 ボコ 5,100 人 15 km 

  2 ブロ 6,321 人 15 km 

  3 ジョントロ 6,989 人 20 km 

  4 ジャモン 5,384 人 21 km 

マンゴダラ 15.6 km 5 ガンドゥグ 5,111 人 15 km 

  6 ダンドゥグ ド マンゴダラ 5,535 人 45 km 

  7 ドゥチエ 5,246 人 49 km 

  8 カサンデ 6,443 人 25 km 

  9 ダンドゥグ ド ケレ 6,206 人 10 km 

  10 ポイコロ 8,498 人 73 km 

  11 サンポビアン 6,976 人 31 km 

  12 トゥルコロ 5,418 人 20 km 

デドゥグ 8.3 km 13 サン 5,551 人 20 km 

  14 トロバ（ドルラ） 5,074 人 18 km 

  15 トロバ（カリ） 5,418 人 21 km 

  16 カリ ド ティカン 7,409 人 15 km 

  17 ファクナ 8,186 人 18 km 

  18 ティオキュイ 7,079 人 17 km 

トゥガン 7.7 km 19 ゴロン 7,537 人 23 km 

  20 バンバラ 5,046 人 15 km 

  21 イエゲレ 5,083 人 13 km 

  22 ドゥスラ 5,521 人 12 km 

  23 ガニ 6,450 人 14 km 

  24 ドバン 5,021 人 17 km 

ヌナ 7.4 km 25 コロニ 6,975 人 14 km 

  26 キエメ 8,108 人 16 km 

ソレンゾ 8.0 km 27 デンケネ 5,600 人 10 km 

  28 オロウエ 6,355 人 10 km 

  29 コソ 6,699 人 15 km 

サプイ 10.0 km 30 ティアベン カソ 5,505 人 25 km 

  31 プン 5,714 人 45 km 

  32 バジラコア 5,167 人 70 km 

レオ 8.5 km 33 バラ 5,103 人 20 km 

  34 ケィエ 5,148 人 32 km 

  35 カバロ 5,444 人 21 km 

バティエ 9.5 km 36 バナバ 5,073 人 11 km 

ディエブグ 7.9 km 37 オルクヌ 5,421 人 11 km 

  38 トゥィンゲラ 5,065 人 13 km 

  39 ポクロ 6,179 人 18 km 

平均 9.03 km  計 234,158 人  平均22.4 km 

出典 1 Annuaire Statistique 2010, Ministère de la Santé, Burkina Faso 
2 本計画に関する先方要請資料 
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1-3我が国の援助動向 

 

我が国は、「貧困削減」「人間の安全保障」への貢献を「ブ」国に対する援助方針として、基

礎教育、水・衛生、保健、農業・村落開発分野中心とする基礎生活分野での協力を重視してい

る。我が国の「ブ」国に対する近年の援助実績は以下のとおりである。 

 

表 1-11 我が国の技術協力・有償資金協力の実績（保健・衛生分野） 

協力内容 実施年度 案件名 概 要 

技術協力 

プロジェクト 

2009-2013 中央プラトー地方給水施設

管理・衛生管理プロジェクト

中央プラトーおよび南部中央地方の 6 県での

水供給施設建設と関連する衛生施設整備。水

利用者による維持管理システムの定着と保健

衛生の促進のための技術協力支援 

 

表1-12 我が国無償資金協力実績（保健分野・衛生分野） 

実施 

年度 
案件名 供与限度額 概 要 

2007 マラリア対策計画 1.8億円 対象5地域へ対する、長期残効性殺虫剤含浸蚊帳23

万 3,200帳を調達するための資金を供与 

2009 中央プラトーおよび南

部中央地方飲料供給計

画 

14.6億円 中央プラトー地方および南部中央地方において安全

な水を安定的に供給し、ギニア虫症等の水因性疾患

を削減するため、人力ポンプ付深井戸供水施設 300

か所を建設するとともに、施設の維持管理指導を行

うための資金供与  

 

1-4他ドナーの援助動向 

 

数多くの他の開発パートナーも「ブ」国をサブサハラの重点国としてきている。「ブ」国に

おける保健分野の協力は、セクター財政支援が主流となっており、CSPS建設も一部はセクター

プログラムの枠内で実施されている。他ドナーによる主なCSPSにかかる支援は以下の通り。 

 

表1-13 他ドナー国・国際機関の援助実績（保健分野・衛生分野） 

実施 

年度 

案件名 機関名 援助 

形態 

概 要 

2001-05 CSPS/外科機能付診療書/地

方総合病院（CHR）建設計画 

アフリカ開発銀

行(ADB) 

― 新築CSPS 20か所、 

CMA 2か所、CHR2か所 

 

2005-09 CSPS/CMA/CHR建設計画 イスラム開発銀

行（BID） 

― 新築CSPS 33か所、既存

CSPS標準化300か所 

2006-11 CSPS建設計画 台湾 無償 約40か所のCSPS新設 

2006-11 CSPS建設計画 保健分野コモン

バスケット事務

局（PADS） 

無償 新築CSPS 建設棟数不詳、

病院建設・人材育成を含む 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1プロジェクトの実施体制 

2-1-1組織・人員 

 

（1）プロジェクトの実施機関 

「ブ」国保健省には、医療施設、薬剤・ラボ、保健計画、家族保健（臨床サービス）、保健統

計を担当する5つの総局があり、このほか、次官の直接監督下にインフラ整備、人材育成、計

画（企画）、財務、公共調達、広報を担当する6つの局がある。他ドナーの支援によるCSPSの

建設は計画局（Direction des Etudes et la Planification, DEP）が窓口担当部局として、省

内の関連部局との連携・調整を行い、総括的な役割を果たしている。本プロジェクトについて

も、DEP が中心となって、施設や機材の技術面を担当するインフラ整備局（Direction des 

Infrastructures, des Equipements et de la Maintenance, DIEM）、入札を担当する公共調達

局（Direction des Marches Publics, DMP）と適宜連携して、実施体制を整える。 

 

保健大臣

次官

DGPS
医療施設監督総局

DGPML
薬剤・ラボ総局

DGPS
保健計画総局

DGSF
家庭保健総局

DGSF
保健統計総局

DDSS
地方分権課

DIEM
インフラ整備局

DRH
人材局

DEP
計画局

DAF
財務局

DMP
公共調達局

DCPN
公報局

 

図 2-1 保健省組織図 

 

「ブ」国の一般行政区分には13の地方（région）、45の県（province）があり、地方レベル

の保健行政は、その地方の保健局が当該地方の保健行政区を管轄している。保健行政区は一般

行政区分における県であることが多いが、大きな県では県内に複数の保健行政区が設置されて

おり、全国で68の保健行政区が存在する。保健行政区は県都等に事務所を置き、主任医務官を

筆頭に数名の保健医療従事者および事務員等で構成され、CSPSおよび他の保健施設への技術面、

運営面での支援を行っている。 
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CSPS は行政上保健行政区の監督下にあるが、保健施設としての所有権はコミューン1にあり、

運営は診療圏の住民代表数名と保健スタッフの責任者（通常、看護職）による運営委員会（Comité 

de Gestion, COGES）にまかされている。このように、プライマリヘルスケアが地域住民の手に

よって運営されていることが、「ブ」国の保健サービスの大きな特徴といえる。 

 

（2）CSPSの運営・維持管理 

既述のとおり、CSPS はコミューンによって運営される施設であり、日常の運営維持管理は

COGESにまかされている。COGESは住民から選出された委員数名と当該CSPSの保健スタッフの

責任者で構成され、特に代表者と会計係は2年程度を任期として選挙を行っていることが多い。

COGESの主な役割は、CSPSによるアウトリーチサービスや保健教育などの活動補助、薬品の販

売・管理、非保健員の雇用、施設・機材の営繕などである。CSPSで使用する薬品は政府あるい

はドナーが施設開設時に一式を供与する以外は、妊産婦や乳幼児ケアに用いられる国庫負担の

ものを除いて、薬品を販売した収益を回転資金として自立的な供給を行わねばならない。薬品

は、国が定めた標準価格に15%まで上乗せし、その分の収益を薬品購入以外のCSPSの運営経費

に充当することができ、実際に、非保健員の給与、簡便な修理コストなどに使用されている。

特に、修理コストについては、地元で入手できるペンキ、材木、簡単な部品などの購入、近隣

の修理屋への工賃などまでがCOGESの予算能力で対応できる限度であり、この範囲を超える屋

根材や外壁等の改修や都市の業者による医療機材の修理の場合、保健行政区からの支援を必要

とする。 

COGES は CSPS の開設にあわせて組織されるものであり、したがって、新しい CSPS が建設さ

れる際は、当該コミューンの住民に対する意識啓発、保健教育をとおして、COGES 組織化への

支援も実施される。COGES の役割は高度な技術を要するものではないものの、地方農村部の一

般住民にとって、保健施設の設備・機材や回転資金による薬品供給について所定のトレーニン

グが必要とされる。既存のCSPSは、このようにして組織されたCOGESが熱心に運営維持管理に

あたっている。 

 

 

2-1-2財政・予算 

 

近年、「ブ」国の国家予算は前年比で６％以上の増加傾向にある。このなかで政府予算に占め

る保健省の予算の割合は、8.3％～9.5％で推移している。 

  

                             
1 村や集落の共同体で、地方自治体としての最小単位と位置づけられる。 
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表2-1 「ブ」国政府および保健省予算推移 （単位：百万FCFA） 

項 目 2007 2008 2009 2010

国家予算 925,135 984,171 1,043,875 1,152,300

前年度比 - 6.4％ 6.1％ 10.4％

保健省予算（1+2+3+4） 77,194 82,874 99,310 102,858

前年度比 - 7.4％ 19.8％ 3.4％

 1. 人件費 17,067 20,635 22,275 27,230

 2. 通常経費 10,582 10,154 14,336 15,291

 3. 前年繰越 17,625 18,856 20,113 21,087

 4. 事業費 31,920 33,229 42,587 39,124

政府予算に占める保健予算

の割合(%) 
8.3% 8.4% 9.5% 8.9%

（注）「ブ」国の予算年度は1月1日～12月 31日まで 

 

 

2-1-3技術水準 

 

本プロジェクトの実施に関連する計画局、インフラ整備局、公共調達局、財務局、地方分権

課の人員体制は表2-2のとおりである。過去の他ドナー案件においても、これらの部局が同様

な業務を担当している。 

本プロジェクトでは、新たにコミュニティ開発支援無償方式での実施を想定しているが、調

達代理方式について保健省は現地調達代行機関を活用して、多くのCSPS建設を手掛けている。

さらに入札に関しては、保健省の公共調達局が行っており、本プロジェクトの実施にかかわる

要員、技術レベルについて特段の問題はない。 

 

表2-2 保健省関連部局予算・職員数 

部局 予算（百万FCFA） 職員数 主要職員の構成 

計画局（DEP） 104.4 42人 局長、病院管理x10,事務局 x2,連絡 x1,運転手 x4,

会計x1,印刷x2、医師x5,秘書x3 

インフラ整備局 

（DIEM） 

308.0 

 

36人 臨床技術者 x4,公共工事 x1,臨床技士 x4,建築 x1,

土木x3,電気x3,会計x1,秘書x5,運転手ｘ3 

公共調達局（DMP） NA 10人 局長,秘書 x2,会計管理 x1,病院管理 x1,病院経営

x1,運転手x1,連絡x2,経済x1 

財務局（DAF） 23.7 47 人 金融担当x3、病院管理x5,病院経営x3人,会計x12,

会計補助x3,プログラム評価x1, 

地方分権課（DDSS） 155.1 11 人 医師x3,会計x1,秘書x1,連絡x1、運転手x3 

出典：関連部局（DEP,DIEM,DAF,DMP,DAF,DDSS）の2012年行動計画（Plan d'action 2012） 
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2-1-4既存施設・機材 

 

CSPSの施設は、一般診療棟、産科棟、薬局、保健医療従事者の宿舎等の複数の建物で構成さ

れる。臨床サービスは主に一般診療棟と産科棟で実施されている。 

CSPS の建物の形態については、PNDS 2001-2010 の開始にともなって保健省が推奨する間取

り・諸室面積の図面が示されるようになり、第 3 章に後述するように、2004 年には CSPS の施

設・機材の設置基準が策定され、2011年には標準設計も定められた。しかしながら、既存のCSPS

の多くは、標準設計改訂以前に建設されたこともあり、施設の形態が適切ではないものもある。

たとえば、一般診療棟と産科棟が棟続きであるために、男性一般患者が出入りする棟での出産

や産前健診が難しいなどの問題が生じている既存施設もある。2004年の設置基準にも建物の構

成と各棟のレイアウト等が掲載されていたが、2011年の標準設計ではこれらが図面の形式で明

確化されて、臨床サービスを提供する一般診療棟と産科棟、薬品販売および予防接種を行う一

般サービス棟、保健医療従事者の宿舎等が図面としても具体的に示された。2011年以降のCSPS

建設は標準設計に準拠して建設されることになっている。 

基礎保健施設である CSPS は水がなければ機能しないが、CSPS 施設内の各建物に水栓が設置

されているのは都市部にあるごく一部の施設に限られ、通常のCSPSでは、施設内あるいは周辺

の深井戸や共同水栓で水を汲んで、建物内のタンクまで人間が運んで、施設の清掃、器具の洗

浄・滅菌などを行っている。水汲み・運搬は主にCSPSの非保健員（清掃員）の仕事であるが、

出産の場合は産婦の家族が動員される場合も多い。 

保健省のCSPS設置基準では標準機材リストを掲載しているが、必要最低限の基本機材であり、

第3章に述べるように、CSPSにおける保健サービス活動に対して極めて妥当なリストといえる。

実際にCSPSで用いられる医療機材も、ほとんどが設置基準に記載されたとおりの基礎的なもの

であり、主な診断具は聴診器、血圧計、トラウベなどで、予防接種用ワクチンの保冷は電気・

ガス変換式の冷蔵庫（ガスを使用）、新生児の口腔内吸引はスポイト指揮の手動式吸引器（バブ

ルシリンジ）、鉗子類の滅菌はガスコンロと圧力鍋式の滅菌器が使用されている。 

CSPSの多くは未電化の村落にあり、電気を使用する医療機材は使われていない。しかしなが

ら、CSPS では、休日や夜間の急患にも対応し、必要に応じて CSPS 内で数日間患者の経過観察

を行う場合もあり、夜間の出産や患者ケアには、簡便なソーラーシステムによる照明を用いて

いる。 

CSPSで用いられる機材はほぼすべてが国内で調達可能なもので、特に診療卓やキャビネット

等の医療家具は「ブ」国内で製造されてものが使用されている。体重計、身長計などの測定器

も含めて医療機材はほとんどが外国製品であるが、これらも国内の販売店で一般的に市販され

ている。全体として、既存の機材はCSPSの診療の水準に照らして種類や仕様が不適切といった

ものはなく、最低限必要な機材がどれもよく使われている。 
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2-2プロジェクトサイトおよび周辺の状況 

2-2-1関連インフラの整備状況 

 

（1）道路 

本プロジェクトの協力対象である39サイトのアクセス道路は、すべて未舗装であるが概ね良

好で、建設に必要な資材や重機の運搬に問題はない。しかし、雨季には一部通行が困難になる

サイトもいくつかあることから、対応策は第3章の「自然環境条件に対する方針」で後述する。 

 

（2）電気・通信 

対象サイトは、地方農村部の未電化地帯に所在し、周辺の集落の住居には照明設備はない。

そのため保健施設において夜間照明を必要とする場合は、簡単なソーラーパネルを用いるか、

乾電池を利用した照明器具を使用している。予防接種用ワクチンの保冷や器具類の消毒には、

ガス式冷蔵庫、ガスコンロが使用されている。また協力対象39サイト周辺には有線による電話

網は整備されておらず、保健施設用の無線が使えるのは一部の施設で、携帯電話の使用が可能

な場合は個人の携帯電話も使用されている。 

 

（3）給水施設 

都市部にある施設を除いて、大多数のCSPSには上下水道は整備されておらず、専用の深井戸

を水源とする施設が多い。一部の施設では住民が使用する深井戸あるいは共同水栓を利用して

いる。詳細は、第3章（3）給水計画の「水源調査結果」に後述する。 

 

(4)その他 

既存CSPSには下水道は整備されていないが、分娩室よりの排水には浸透枡を設置して排水を

行っているサイトも見られた。その為本計画では排水を必要とする箇所には、浸透枡を設置す

る。対応策は第3章建築計画の「設備計画」に後述する。 

 

 

2-2-2自然条件 

 

（1）気候 

ブ」国の気候は、一般的にスーダン性気候またはサヘル性気候である。今回の建設対象 39

サイトは600kmの距離の広域に分布しているが、対象4地方は2つの気候に分けられる。 

ブクルドムーン地方・中西地方はサハラ性気候で雨季でも降水量が比較的少なく年間降雨量

も少なく乾燥した気候であるが、雨季前に強風が吹くので屋根下地の設計には留意が必要であ

る。 

一方カスカード地方・南西地方では、スーダン性気候で雨季の 6 月～9 月の降水量が比較的
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多く年間降雨量も多い地方である。 

この4地方とも年間を通して気温が高く特に4月、5月にはしばしば45度以上になることも

ある。対応策は第3章設計方針の「自然環境条件に対する方針」に後述する。 

 

（2）地質・地盤 

地質調査の結果1～3mの深度までは湿潤なラテライト土壌、その下層は5～10mまでは風化し

た花崗岩のマサが続き、支持耐力も10t/㎡以上確保できる良質な地盤であることが確認された。 

対象サイトのうち地域の異なる 10 サイトを選定して行った地耐力調査結果においても上述

の地盤が確認され、基礎形状、深度においては39すべてのサイトで共通のものを設定するが、

施工時に支持地盤の確認を行うものとする。対応策は第3章設計方針の「自然環境条件に対す

る方針」に後述する。 

 

（3）地震・風 

「ブ」国全土は、安定大陸地域に位置しており地震の発生は少ない。雨季の始まりには風速

20ｍ/秒程度の比較的強い風が吹くため、建物強度は、風圧力を考慮した構造計算を実施するこ

とが必要である。対応策は第3章設計方針の「自然環境条件に対する方針」に後述する。 

 

 

2-2-3環境社会配慮 

 

本プロジェクト対象サイトはすべて新設用の敷地である。すべてのサイトにおいて起伏がほ

とんどない平坦な地形であるため、大規模な敷地造成は必要なく、残土処分も敷地内で対応で

きる。サイトよっては若干の樹木もあるが、用地の広さが十分であることから、建設の際は樹

木の伐採はせず、施設建設の位置を調整することで対応することとする。また、施設建設に反

対する住民は無く、建設において住民移転もなく、環境・社会面での負の影響はない。 

 

 

2-3その他 

 

「ブ」国は多数の民族で構成され、ひとつのCSPSの診療圏に異なる部族が居住することも少

なくない。これに関し、CSPSの利用やCOGESの活動において、診療圏内の部族間のコンセンサ

スが得られずに保健活動が阻害されるというような問題は生じていない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3章 プロジェクトの内容 
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第 3章 プロジェクトの内容 

3-1プロジェクトの概要 

（1）上位目標とプロジェクト目標 

「ブ」国における開発政策の主眼であるところの貧困層に対する基本的社会サービス（教育・

保健・水の供給）の改善に関し、保健セクターでは住民から基礎保健サービスまでのアクセス

の改善、保健サービスの質の向上と利用の増大などについて集中的な取り組みが続けられてき

た。この延長として、「ブ」国政府は PNDS 2011-2020の主な戦略に保健サービス体制の改善、

保健セクターの人材育成、疾病対策と健康増進、サービスインフラの改善等を掲げている（表

1-7 前掲）。これら主戦略についての具体的な優先事項であるところのコミュニティレベルの

保健サービス、母子保健サービス、社会啓発活動、栄養プログラム、薬品・ワクチンの供給能

力等は、CSPSによる保健サービス活動そのものであり、すなわち、PNDS 2011-2020による効果

が発現するためには、CSPS へのアクセスが確保され、CSPS が安定的に運営されていくことが

必須である。現状におけるサービスアクセスに関し、RMATは全国平均で 7.34 km（2010年）ま

で改善し、保健政策上の 2010年時点での目標（7.2km、2010年）を概ね達成してはいるが、7 km

という距離は基礎保健サービスへのアクセスとしては決して十分ではなく、RMATをさらに 5km

まで短縮することを方針として、「ブ」国政府は CSPSの設置努力を継続している。かかる状況

下、本プロジェクトは「ブ」国における保健政策上の主要課題を直接的に支援するものであり、

本プロジェクトの対象地域においてPNDS 2011-2020の効果が発現されるための重要な条件のひ

とつと位置づけられる。 

本プロジェクトの対象サイトはブクルドムーン地方（デドゥグ県、ソレンゾ県、ヌナ県、ト

ゥガン県）、カスカード地方（マンゴダラ県、バンフォラ県）、南西地方（ディエブグ県、バ

ティエ県）、中西地方（サプイ県、レオ県）に所在する。これら 10県はそれぞれがひとつの保

健行政区になっており、RMATは 10区平均で 9.03km（7.4～15.6km）と全国平均（7.34km）を上

回る。「ブ」国保健省の統計によれば、これら 10の保健行政区をあわせた人口約 220万人のう

ちの 70万人（32%）は最寄の CSPSまでの距離が現在も 10km以上ある。このように特に大きな

困難を抱える人々にとってのサービスアクセスを改善することは喫緊の課題であり、本プロジ

ェクトは、上述の 4地方 10保健行政区の 39か所のサイトにおいて、基礎インフラである CSPS

の施設・機材・井戸を整備することにより、対象地域における保健医療サービスの改善を図る

ことを目的とする。 

 

（2）プロジェクトの概要 

本プロジェクトでは、上述の目的を達成するために、CSPS の建設とこれに付随する機材を

調達する。あわせて、新設CSPSが所在する保健行政区に対する巡回指導、COGES組織化に関す

る指導・研修をソフトコンポーネントとして実施し、COGES の組織化と確実な活動開始、計画

実施後の維持管理能力の強化を図る。 

新設する 39 か所の CSPS はそれぞれに 5～8.5 千人の診療圏人口が見込まれ、あわせて 23.4
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万人にのぼる人々が本プロジェクトの実施によって直接裨益する。現状において、これらの

人々から最寄の CSPS までの実際の距離は平均 23km（10 ～70 km）あるが、本プロジェクトが

実施されることによってその距離がすべて 10 km以内に縮減される。これにより、保健行政区

ごとのサービスアクセスも改善し、10区全体として RMATが 10％程度短縮し、ひいては対象地

域における基礎保健サービス利用増大にもつながるものと期待される。 

 

表 3-1 対象とする保健行政区の RMAT 

保健行政区 
実施前（2010年） 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで

の CSPS建設数 

完工後 

CSPS数 他 1) 計 RMAT(㎞) CSPS数 他 2) 計 RMAT(km) 

1 ﾊﾞﾝﾌｫﾗ 27 9 36 7.4 4 31 9 40 7.1 

2 ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ 12 0 12 15.6 8 20 0 20 12.1 

3 ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ 27 5 32 8.3 6 33 5 38 7.6 

4 ﾄｩｶﾞﾝ 27 5 32 7.7 6 33 5 38 7.1 

5 ﾇﾅ 22 21 43 7.4 2 24 21 45 7.2 

6 ｿﾚﾝｿﾞ 23 6 29 8.0 3 26 6 33 7.6 

7 ｻﾌﾟｲ 17 0 17 10.0 3 20 0 20 9.2 

8 ﾚｵ 31 0 31 8.5 3 34 0 34 8.1 

9 ﾊﾞﾃｨｴ 10 0 10 9.5 1 11 0 11 9.0 

10 ﾃﾞｨｴﾌﾞｸﾞ 14 0 14 7.9 3 17 0 17 7.2 

  平均 9.03 計 39 平均 8.22 
1) CSPS以外の小規模施設の数（第 1章 p1-4脚注参照）   
2) 小規模施設は現状（1）の施設数が変わらないものとして、完工後の RMATを算出 

 

 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

 

（1）基本方針 

本プロジェクトは、わが国のコミュニティ開発支援無償資金協力による実施を想定し、現地

政府基準や現地仕様に基づく施工、現地資材の調達によってコストの縮減と効率化を図る。 

協力対象サイトは、「ブ」国政府の要請に基づき、以下の基準で選定した。 

・ 建設サイトの診療圏に居住する人口が5,000 人以上であること 

・ サイトへのアクセス上、保健行政区の医局管理チームによるモニタリングが容易であ

り、資材運搬などについても問題が無いこと 

・ 適切な水源が確保されること 

・ 施工および運営を行うにあたり、治安上の支障がないこと 

・ 建設にあたって地形・地質的な問題が無いこと 

・ 他の援助機関等による協力との重複が無いこと 

・ 建設サイトの敷地に雨季の降水による冠水の恐れが無いこと 
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・ 治安状況に関し、日本政府およびJICA による移動許可が得られること 

・ 施設用地の所有権または使用権が書面にて確認されていること 

 

本プロジェクトのコンポーネントは、原則、保健省による「CSPS施設と機材の基準書」（Norms 

et standard en infrastructures et éqluipements du Centre de Santé et de Promotion Social、

2004年発行）（以下、「CSPS設置基準」）を踏襲する。ただし、CSPS設置基準に示される施設構

成のうち、コミュニティの自助努力にて必要に応じた設置が可能と考えられるもの（フェンス、

焼却炉・ゴミ穴等）や日本の無償資金協力による調達に適さないもの（特注の患者搬送用バイ

ク）はプロジェクトの対象外とする。 

また、保健施設である CSPSには衛生の確保、診療のための水が不可欠であるところ、水源の

確保を当該予定地への CSPS 建設の基本条件とし、39 か所のうち、建設予定地あるいはその近

辺に利用可能な既存水源が確認されたサイト（18か所）はこれを活用し、利用可能な既存水源

がないサイト（21か所）では、本プロジェクトにおいて建設用地に井戸を掘削する。 

さらには、新設するCSPSにCOGESが組織され適切な維持管理が行われるよう、対象保健行政

区への巡回指導、COGES組織化と研修をソフトコンポーネントとして実施する。 

 

（2）自然環境条件に対する方針 

本プロジェクトにおける建設対象 39サイトは、保健省の標準設計スーダン型（2-2-2参照）

が適用される地域である。したがって本プロジェクトでもこれを踏襲する。ただし、季節によ

って強風が吹くブクルドムーン地方のサイトでは、屋根下地の設計に留意する。一方、雨季の

降水量が多いカスカード地方では、建設対象敷地内の雨水の流末、排水計画、床高さの設定等

に留意する。いずれのサイトも年間を通して気温が高い地域であることから、自然換気による

温度調整が可能な開口を設ける。 

CSPS建設用地は支持耐力が十分な地盤であることが確認されており、基礎の形状と深度はす

べてのサイトで共通のものを設定する。ただし、各建物の具体的な配置計画は、施工時に支持

地盤を確認のうえ決定する。建物強度については、風圧力を考慮した構造計算を行う。 

また、雨季には建設対象サイトへのアクセスに困難が生じる地域もあることから、この点を

考慮して施工計画を勘案する。 

 

（3）社会経済条件に対する方針 

「ブ」国は、近年経済成長率が 5.8％（2010 年）という活況を示しており、これに支えられ

て首都ワガドゥグ地域では官公庁ビルの建設や新設商業ビルが多数建設されている。大手建設

業者・コンサルタントはそのような都市部での大規模開発計画を志向し、比較的規模の大きい

施工業者は首都ワガドゥグを中心とした大都市に拠点を置いている。そのため経験豊富な技術

者や工事管理者は都市部の大規模な施工業者に集中し、各職種の熟練工の調達も大都市に限定

されている。以上から、本プロジェクトの労務調達は首都ワガドゥクを中心として調達する。 
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（4）建設事情/調達事情に対する方針 

1）労務事情 

ワガドゥグ等の大都市に拠点をおく施工業者を契約相手とすることで、必要な技術者は

確保される。また、未熟練工は、建設サイトの近隣も含めた地方都市での確保が可能であ

り、したがって、建設業者に必要な人員を調達させるものとする。一方、コンサルタント

の地方での雇用は困難であり、ワガドゥグおよびボボデュラッソ等の大都市で確保する。 

 

2）調達に係る方針 

「ブ」国で流通する大半の工業製品は輸入品であり、それらを扱う主要資材業者はワガド

ゥグに集中している。なお、プロジェクトにおいて施工業者が調達する資材は、これら主

要資材業者のうち、免税に必要な証明書を発行できる業者から購入されねばならない。コ

ンクリートの骨材である砂・砂利および水は建設サイト周辺で調達可能であるが、調達に

あたっては予め試験練りをして品質を確認する。本プロジェクトで調達する機材は CSPS 設

置基準に準じるものであり、輸入品であってもすべて「ブ」国内で調達できる。しかし、建

設業者のなかにこれら機材調達まで含めて受注できる企業はなく、保健医療施設向けの機

材の調達業者を選定する。また、調達機材に含まれる予防接種活動用のバイクについては、

車輌専門の調達業者を選定する。 

 

（5）現地業者の活用に係る方針 

本プロジェクトでは、以下の方針で、現地のコンサルタント、弁護士、施工業者、機材調達

業者、井戸工事業者を活用する。 

 

1）現地コンサルタント 

入札図書作成より施工監理まで現地コンサルタントの活用を図るものとして、入札評

価・技術アドバイザー、施工監理技術者（主任技術者、現場監理者）を登用する。これら現

地コンサルタントは、財務的に健全であり、契約不履行等の不法行為による法的処分を受

けておらず、日本の無償資金協力事業に関連する業務や基礎保健施設の施工・監理につい

ての業務経験を有することを条件として選定する。 

 

入札評価・技術アドバイザー 

「ブ」国内における多数の公共工事プロジェクト経験をもち、本プロジェクトの入札手続

きおよび実施方法をよく理解し、施工、井戸工事、機材調達にかかる事情に精通するコン

サルタントを、建築、井戸、機材分野それぞれの入札評価・技術アドバイザーとして傭上

する。入札評価・技術アドバイザーは、入札業務全般に対する助言、契約交渉権者の業務

状況や入札書に添付される各種証明書の内容についての必要な確認、実態調査を行う。 
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施工監理技術者 

邦人常駐監理者の下、これを補佐する主任技術者、各現場を直接監理する現場監理者に

現地の熟練した技術者を登用する。本プロジェクトの対象サイトは広範囲（直径 400km）に

分布するため、対象サイトを 3つのゾーンに分けて施工監理の拠点を設ける。3か所の拠点

ごとに邦人常駐監理者を配置し、その下に主任技術者、現場監理者 2～3名を配置する。 

 

2）弁護士 

入札、契約、業務実施に関する法的な問題を未然に防ぎ、何らかの問題が生じた場合も

的確な対処をとるために、本邦調達代理機関は、プロジェクトにおける契約相手との法的

な交渉にあたる現地の弁護士を雇用する。 

 

3）施工業者、機材調達業者、井戸工事業者 

本プロジェクトでは、「ブ」国の国内企業を対象とする一般競争入札をとおして施工業者、

機材調達業者、井戸工事業者を選定する。これら現地業者を選定する入札は、財務的に健

全であり、契約不履行等の不法行為による法的処分を受けていないことを基本的な参加要

件とし、各業種に関する「ブ」国の制度や市場の状況を踏まえて、適切な業者を選定する。 

 

施工業者 

「ブ」国における公共工事は、都市計画・住宅設備省に登録している国内企業が入札に参

加できる。これら施工業者は経営規模・技術者の人数等によりB1からB4までのカテゴリー

に区分されており、カテゴリー別に請負可能金額が規定されている。 

 

表 3-2 建設会社カテゴリーと受注可能金額（FCFA） 

カテゴリー B1 B2 B3 B4 

受注可能上限金額 75,000,000 150,000,000 300,000,000 300,000,000以上 

 

本プロジェクトにおける入札では、ロットごとの工事請負金額が B3 カテゴリーの受注可

能金額（300,000,000FCFA）を超えると予測されることから、B4カテゴリーを対象とする。

B4 カテゴリーの施工業者は、都市計画・住宅設備省に 127 社（ワガドゥグ 106 社、ボボデ

ュラッソ市10社、クドゥグ市6社、その他の市5社）が登録されている（2011年3月現在）。

本プロジェクトにおける入札では、B4 カテゴリーであることに加えて、過去 5 年以上の稼

働実績、保健医療施設の施工実績を財務状況事前審査の基準として、施工業者を選定す

る。 

 

機材調達業者、井戸工事業者 

機材調達業者や井戸工事業者については建設業者のような登録制度はなく既存企業の総
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数は確認不能であるものの、現地調査において、機材調達業者として適格であると考えら

れる企業として医療機材6社、車輌2社の輸入販売業者の存在が確認され、また地方村落の

給水事業における井戸工事を受注する国内企業も多数存在することが確認されている。機

材調達業者、井戸工事業者は、財務状況等に加えて、それぞれ保健省管轄施設への機材納

入実績、村落給水等における井戸工事の受注実績等を条件として、信頼のおける業者を選

定する。 

 

（6）運営・維持管理に対する方針 

既述のとおり CSPS は地域の住民によって運営される保健施設であり、コミューンから選出

されるCOGESによって運営管理されている。CSPSの運営費は、国から直接支払われる保健医療

従事者の給与を除き、COGESが管理する薬品の販売収益で賄われる。新設されるCSPSが適切に

運営されるかどうかは、COGESの能力に大きく依存する。COGESの選出は単に CSPS開設に間に

合えばよいのではなく、まず、これまで近隣に CSPS を有さなかったコミューンにおいて CSPS

とは何であるかが十分認識されることが重要で、さらに COGESの役割と具体的な仕事の内容な

どにつき住民の間で一定の理解がなければならない。そのうえで選出された COGESに対しては、

施設や機材の日常の維持管理、不具合が生じた場合の具体的な対処などについて、新しい

CSPSの適切な維持管理が行えるための指導をしておくことが必要となる。 

本プロジェクトでは、新設する CSPSに確実に COGESが組織されて CSPSの維持管理が適切に

行われることを目標として、新設 CSPS が所在する保健行政区への巡回指導、保健行政区によ

るコミューンに対する啓発および研修活動をソフトコンポーネントとして実施する。 

 

（7）施設・機材等のグレードの設定に係る方針 

1）施設の品質方針 

CSPS 設置基準（2004 年）および保健省の CSPS 標準設計（2011 年）の仕様に則り、機能

性、経済性、地域性、維持管理の容易性の観点から適切な品質、仕様とする。 

 

2）機材の品質設定に関する方針 

CSPS としての機能を果たすうえで必要最小限の機材について、耐久性、維持管理のしや

すさ、国内での流通の有無等に留意して適切な品質の機材を調達する。 

 

3）消耗品・交換部品に関する方針 

本プロジェクトで調達する機材には電球、電池、吸引機用カテーテルなどの消耗品が含

まれる機材があるが、これらの消耗品は初期の必要量のみを調達する。本プロジェクト終

了後は、COGES、コミューン、保健行政区の自助努力によりこれらの消耗品を調達する。 

 

（8）工法/調達方法、工期に係る方針 
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本プロジェクトでは、原則現地工法に準拠する。ただし、現地工法に強度上の改善が必

要と判断される場合は、適宜改良して施工する。 

建設工期は、第 1バッチ（第 1年次）には、既存水源を有する 18サイトのうちの 15サイ

トを建設し、これと並行して他の 21サイトの井戸掘削を行う。第 2バッチ（第 2年次）で

は既存水源を有する残りの 3サイトと第 1バッチの井戸掘削によって水源を得られた 21サ

イトをあわせた 24サイトの建設を実施する。以上につき、施工は、第 1バッチは 2ロット、

第 2バッチは 3ロットに分割して業者を選定する。機材調達は、第 1バッチおよび第 2バッ

チとも、医療機材・医療家具を1ロット、バイクを1ロットとして調達業者を選定する。井

戸掘削は第 1バッチに 1ロットとして工事業者を選定する。 

 

 

3-2-2基本計画 

 

（1）施設計画 

1）施設コンポーネント優先度と妥当性 

① 妥当性の検証 

施設計画におけるコンポーネントの妥当性は、以下を基準に検証した。 

-「ブ」国政府の CSPS設置基準に含まれ、CSPSの基本的機能として必要性が高い 

- CSPSにおける保健サービスに必要不可欠である 

- 保健医療従事者の確保、COGESによる運営に必要不可欠である 

 

② 優先度の設定 

本プロジェクトの施設計画における優先度を「●：日本の支援計画に含める」、「▲：事

業費の効率性を高めるために既存施設の活用を推奨する」、「×：支援計画には含めず「ブ」

国側で設置を推奨する」の 3段階とし、施設の妥当性を十分に検証した上で優先順位を以下

のとおり設定した。 

表 3-3 施設の優先度 

内容 優先度 棟数 妥当性 

1.1 一般診療棟 ● 1 ・ 診療を行うための必要諸室であり、CSPS設置基準
に記載されており必要性・妥当性とも高い 

1.2 一般診療棟用便所・シ
ャワー 

● 1 ・ 一般診療棟を利用する患者が使用する便所であり
必要性・妥当性とも高い 

1.3 産科棟 ● 1 ・ 産科サービスを行うための必要諸室であり、CSPS
設置基準に記載されており必要性・妥当性とも高い 

1.4 産科棟用便所・シャワ
ー棟 

● 1 ・ 産科棟を利用する患者が使用する便所であり必要
性・妥当性とも高い 

1.5 一般サービス棟 ● 1 ・ 薬品販売・予防接種を実施するために必要な諸室で
あり必要性・妥当性とも高い 

1.6 深井戸 ▲ ― ・ CSPSの施設にとって必要不可欠な水源であるが、
建設費の縮減のため、既存水源を活用できるサイト
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内容 優先度 棟数 妥当性 

はそちらを使用する 

1.7 保健医療従事者宿舎 ● 3 ・ 中央政府が雇用した保健医療従事者が使用する宿
舎で、遠隔地に所在する本プロジェクトの建設サイ
トにおいて、必然性・妥当性とも高い 

1.8 簡易ソーラーパネル ● ― ・ 夜間の急患や分娩に不可欠で必然性・妥当性とも高
い 

1.9 ハンガー（調理場） ×  ・ 患者や付添人が使用する調理場であり必要性は認
められるが、COGESやコミューンの自助努力で設定
が可能 

1.10 焼却炉・ゴミ穴 ×  ・ CSPSでのごみ処理のためのものであり必要性は高
いが、COGESやコミューンによる設置が望ましい。 

1.11 フェンス ×  ・ 安全上の必要性は高いが、COGESやコミューンの自
助努力で設置が可能 

 

③ 規模設定 

保健省の CSPS 設置基準（2004 年）では施設に必要な建物の種類や各室の所要面積などが規

定されている。一方、CSPSの標準設計は CSPS設置基準の制定以前である 2000年に作成されて

いたもので、CSPS設置基準を満たしていなかった。そこで、保健省は 2011年に標準設計を CSPS

設置基準に合致するものへと改訂した。新しい標準設計は、CSPS 設置基準どおりの諸室の数、

面積を満たし、また患者の待合スペースは設置基準よりも広く設定されている。本プロジェク

トでは CSPS設置基準による規定を順守し、2011年版の CSPS標準設計に従って諸室面積を満た

しつつ、通路と待合スペースをより合理的に設けるなどの工夫を加えた。 

 

表 3-4 規模設定 

 部屋名 設置基準 標準設計 本プロジェクト 

一般診療棟    

1-1 待合ホール 規定なし 32.9㎡ 20.07㎡ 

 通路等 規定なし 50.1㎡ 57.60㎡ 

1-2 事務室（会議室） 23㎡ 25.6㎡ 26.28㎡ 

1-3 診療室 15㎡ 16.2㎡ 16.24㎡ 

1-4 処置室 11㎡ 13･3㎡ 13.32㎡ 

1-5 治療・小手術室 22㎡ 23.4㎡ 23.36㎡ 

1-6 経過観察室 26㎡ 30.2㎡ 26.65㎡ 

1-7 職員事務室（当直室） 11㎡ 13.0㎡ 12.96㎡ 

1-8 倉庫（薬品倉庫） 6㎡ 7.0㎡ 7.12㎡ 

 小計(室内）  211.7㎡ 203.60㎡ 

1-9 ベランダ（屋根付外部） 規定なし 34.0㎡ 23.0㎡ 

 床面積合計  245.7㎡ 226.60㎡ 

1-10 一般診療棟用便所・シャワー棟 6㎡ 6.2㎡ 12.39㎡ 

産科棟    

2-1 待合ホール 規定なし 32.9㎡ 12.95㎡ 

 通路等 規定なし 50.1㎡ 60.00㎡ 
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 部屋名 設置基準 標準設計 本プロジェクト 

2-2 診察室 1 15㎡ 12.8㎡ 13.14㎡ 

 診察室 2 規定なし 12.8㎡ 13.14㎡ 

2-3 陣痛室 15㎡ 16.3㎡ 22.27㎡ 

2-4 分娩室 29㎡ 29.4㎡ 29.20㎡ 

2-5 産科経過観察室 30㎡ 30.2㎡ 26.65㎡ 

2-6 職員事務室（当直） 11㎡ 10.4㎡ 10.95㎡ 

2-7 倉庫 6㎡ 7.0㎡ 7.12㎡ 

2-8 助産婦室 9㎡ 9.9㎡ 10.58㎡ 

 小計(室内）  211.8㎡ 206.0㎡ 

2-9 ベランダ（屋根付外部） 規定なし 33.9㎡ 20.6㎡ 

 床面積合計  245.7㎡ 226.60㎡ 

2-11 産科棟用便所・シャワー棟 12㎡  12.39㎡ 

一般サービス棟    

3-1 薬品販売所 11㎡ 13㎡ 11.58㎡ 

3-2 薬品倉庫（事務室） 15㎡ 16㎡ 15.55㎡ 

3-3 予防接種室 12㎡ 12㎡ 15.43㎡ 

3-4 CSPS倉庫 10㎡ 11㎡ 11.46㎡ 

 小計(室内）  54.0㎡ 54.02㎡ 

 ベランダ（屋根付外部） 規定なし 34.0㎡ 33.42㎡ 

 床面積合計  88.0㎡ 87.42㎡ 

3-5 格納庫 12㎡ 14㎡  

3-6 便所・シャワー棟 4㎡ 8.2㎡ 6.20㎡ 

保健医療従事者宿舎 3棟 3棟 3棟 

4-1 居間・応接間 20㎡ 21.4㎡ 21.37㎡ 

 廊下 規定なし 4.4㎡ 5.25㎡ 

4-2 寝室１ 10㎡ 14.6㎡ 13.33㎡ 

4-3 寝室２ 10㎡ 13.3㎡ 13.33㎡ 

4-4 倉庫 8㎡ 11.4㎡ 3.76㎡ 

4-5 シャワー 4㎡ 6㎡ 3.76㎡ 

 小計(室内  69.7㎡ 60.80㎡ 

 テラス 規定なし 8.9㎡ 8.92㎡ 

 母屋合計  78.6㎡ 69.72㎡ 

4-6 外部衛生施設 4㎡ 4.6㎡ 4.64㎡ 

4-7 外部キッチン 8㎡ 8.9㎡ 8.88㎡ 

 床面積合計  92.1㎡ 83.24㎡ 

 

 便所・シャワー棟面積を含む １ CSPS面積 室内合計 717.56㎡ 

 室内面積にベランダを含む １ CSPS面積 床面積合計 821.32㎡ 

 便所・シャワー棟面積を含む 39 CSPS面積 室内合計 27,984.84㎡ 

 室内面積にベランダを 含む  39 CSPS面積 床面積合計 32,031.48㎡ 
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（2）敷地・施設配置計画 

1）全体配置計画 

敷地に対するアクセスは、東西南北 4 通りのパターンを作成し、いずれの方位のアクセ

ス道路にも対応可能な配置計画とする。 

 

2）敷地内における施設の配置計画 

配置計画は｢ブ｣国で広く使用されている東西軸を基本とする。建設サイトの敷地の広さ

（凡そ 2ha～4ha）が十分であるため、アクセス別に配置計画をパターン化し、公共ゾーン、

診療ゾーン、居住ゾーンの用途に分けて各施設を配置をする。また、各サイトにおいて敷

地内の既存樹木を避けて配置計画を調整し、伐採・伐根にかかる重機費用を発生させない

よう配慮する。 

 

① 公共ゾーン 

・診療圏の住民が最も頻繁に利用する一般サービス棟を、アクセス道路に一番近い位置に

配置する。 

・妊産婦の付添人が使用するハンガーを設置できるスペースを確保しておく。 

② 診療ゾーン 

・一般サービス棟の延長線上で、アクセス道路よりやや離れたエリアに、一般診療棟およ

び外部衛生設備（便所・シャワー棟）を配置する。 

・一般診療棟からやや離れた位置に、産科棟および外部衛生設備（便所・シャワー棟）を

設置する。 

③ 居住ゾーン 

・保健医療従事者の宿舎3棟を配置する。宿舎は、住宅、外部衛生施設（便所・シャワー

室）、外部キッチンを設置する。 

 

 

 

図3-1 配置計画パターン図 
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（3）建築計画 

1）平面計画 

主要な施設棟に係る建築計画上の各棟の諸室は以下のとおりである。 
 

表 3-5 施設計画の各棟別諸室 

棟 諸室 

一般診療棟 待合ホール、通路等、事務室（会議室）、診療室、治療・小手術室、 
経過観察室、職員事務室（当直室）、倉庫（薬品倉庫）、 
ベランダ（屋根付外部）、外部便所・シャワー棟 

産科棟 待合ホール、通路等、診察室 1、診察室 2、陣痛室、分娩室、 
産科経過観察室、職員事務室、倉庫、当直室、助産婦室、 
ベランダ（屋根付外部）、外部便所・シャワー棟 

一般サービス棟 薬品販売所、薬品倉庫（事務室）、予防接種室、CSPS 倉庫、格納庫、ベラ
ンダ（屋根付外部）、外部便所・シャワー棟 

保健医療従事者宿舎 居間・応接間、廊下、寝室 1、寝室 2、倉庫、シャワー、 
外部便所・シャワー、外部キッチン 

 

一般診療棟・産科棟・一般サービス棟・保健医療従事者宿舎の概要 

・ CSPS設置基準による諸室の種類および面積を遵守する。 

・ CSPSの標準設計（2011年）を踏襲し、より広い待合スペースを確保する。 

・ アプローチ部にベランダを設けて待合スペースの延長として活用する。 

・ 機材に含まれていた家具の一部を建築の収納家具として扱う。 

・ 給水栓の直近に貯水タンクを設置する。 

・ 一般診療棟と産科棟に太陽光を利用した照明設備を設置する。一般診療棟の 4室（診察室、治療小手術室、

経経過観察室、廊下）、産科棟の 4室（診察室 1、陣痛室、分娩室、産科経過観察室）に照明を設置する。 

・ 一般診察棟および産科棟に外部衛生設備（便所とシャワー室）を設ける。 

 

2）断面計画 

計画する各棟の高さは、標準設計に準拠する。断面計画では、屋根部分に腰屋根を設置

し、自然な空気のドラフトを利用して暑い熱をハイサイドライトより外部に放出する。暑

さ対策および建物の保護のために軒の出幅を 1ｍとし、基礎根入れ深さは各棟 GL-800 とす

る。 
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図 3-2 一般診療棟/産科棟断面図 

3）構造計画 

①構造方式 

主体構造は鉄筋コンクリート現場打ちによる鉄筋コンクリートラーメン構造とし、コン

クリートブロックによる間仕切り壁を用いる。ラトリン式トイレの便槽壁は鉄筋コンクリ

ートおよびブロック壁として適正な強度を確保する。屋根はアルミ板厚＝0.6mm とし、屋

根小屋組みは I型鋼の単純梁構造とする。建物はすべて平屋建てとし、1階床は土間コンク

リートとする。 

 

②荷重および外力 

1）積載荷重： 床 200kg/㎡ 

2）風 力： 70kg/㎡として、風圧係数は Ks=1.0とする。 

3）地 震 力： なし 

4）地 耐 力： 10t/㎡以上（推定）。各サイトで施工時に支持地盤の確認する。 

 

③躯体構造計画 

地質調査報告書に基づき、基礎構造は鉄筋コンクリート連続布基礎または独立基礎とし

て基礎設計を行う。1 階床は土間コンクリートとし、桁行方向の柱スパンは屋根母屋材の

強度および現地のブロック構造を考慮して、3.0mから 4.5mを標準スパンとする。 

梁間方向の小屋組みは、シンプルで耐久性と施工性に富んだ I型鋼単純梁とする。 

 

4）設備計画 

ソーラーパネルを設置し、バッテリーに充電して照明器具、コンセントに給電する。 

給水栓の直近に貯水タンクを設置し、井戸から貯水タンクまでは人力で運搬する。 

シンクからの排水、産科棟分娩室からの雑排水は浸透槽に排出して地中に浸透させる。 

 

5）建築資材計画 

各棟の仕上げは表 3-6のとおりで、必要な建築資材は「ブ」国内で調達可能である。 

 

表 3-6 新設施設 仕上表 

１．一般診療棟 

外部仕上 

 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート独立基礎 布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ 

 屋根 I 型鋼母屋 アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 外部：鋼製建具  内部：鋼製建具および木製フラッシュ戸 

内部仕上 

 部屋名 床 壁 天井 



3-13 

 待合・ホール・通路 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 合板 6mm 厚 EP 塗 

 診察室・処置室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 

一部モザイクタイル貼 

合板 6mm 厚 VP 塗 

 処置室兼小手術室 300mm 角タイル貼 モルタル VP 塗 

一部モザイクタイル貼 

合板 6mm 厚 VP 塗 

 経過観察室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 職員事務室・事務室 

 兼会議室 

モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 合板 6mm 厚 EP 塗 

 倉庫 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 合板 6mm 厚 EP 塗 

 

2．産科棟 

外部仕上 

 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート独立基礎 布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ 

 屋根 I 型鋼母屋 アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 外部：鋼製建具  内部：鋼製建具および木製フラッシュ戸 

内部仕上 

 部屋名 床 壁 天井 

 待合・ホール・通路 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 合板 6mm 厚 EP 塗 

 診察室 1 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 診察室 2 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 陣痛室・分娩室 300mm 角タイル貼 150ｍｍ角タイル貼 

（床上 2.2ｍまで） 

2.2ｍ超モルタル VP 

合板 6mm 厚 VP 塗 

助産婦室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

産後経過観察室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

倉庫 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 合板 6mm 厚 EP 塗 

 

3．一般サービス棟 

外部仕上 

 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ 

 屋根 I 型鋼母屋 アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 外部：鋼製建具  内部：鋼製建具および木製フラッシュ戸 

内部仕上 

 部屋名 床 壁 天井 

 薬品販売所 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 薬品倉庫 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 予防接種室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 CSPS 倉庫 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 合板 6mm 厚 VP 塗 

 

4．保健医療従事者宿舎 

A. 本体 

外部仕上 
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 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ 

 屋根 I 型鋼母屋 アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 外部：鋼製建具  内部：鋼製建具および木製フラッシュ戸 

内部仕上 

 部屋名 床 壁 天井 

 寝室 1,2 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 屋根現し 

 居間 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 屋根現し 

 納戸 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 屋根現し 

シャワー室 150ｍｍ角タイル貼 床上2.2ｍまで150ｍｍ角

タイル貼 

2.2ｍ超モルタル VP 塗 

屋根現し 

通路 モルタルセメントローラ押え モルタル EP 塗 屋根現し 

B. 外部便所・シャワー室 

外部仕上 

 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ 一部通気ブロック 

 屋根 I 型鋼母屋  アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 外部：鋼製建具   

内部仕上 

 部屋名 床 壁 天井 

 便所・シャワー室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 屋根現し 

C．外部キッチン 

外部仕上 

 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ  

 屋根 I 型鋼母屋  アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 なし 

内部仕上 

 部屋名 床 壁 天井 

 便所・シャワー室 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 屋根現し 

 

5．便所・シャワー棟（一般診療棟用、産科棟用、一般サービス棟用） 

外部仕上 

 構造 鉄筋コンクリートラーメン構造 

 基礎 鉄筋コンクリート布基礎 

 外壁 コンクリートブロック下地モルタルの上チロリアン仕上げ 一部通気ブロック 

 屋根 I 型鋼母屋  アルミ折板葺き（ 0.6ｍｍ厚 ） 

 建具 外部：鋼製建具   

内部仕上    

 部屋名 床 壁 天井 

 便所 モルタルセメントローラ押え モルタル VP 塗 屋根現し 

 通路 モルタルセメントローラ押え モルタル チロリアン なし 
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(4)給水計画 

1）給水計画 

各対象サイトの水源は、既存水源（ハンドポンプ付深井戸または給水栓）もしくはプロジ

ェクトで新設する深井戸を使用する。CSPS で使用する水は、これらの水源から非保健員が

施設の内部に設置された貯水槽に搬入し、給水管を経由して水栓で吐水される。貯水槽 1

か所（50L程度）に対して水栓 1～２か所を設置する。 

 

2）水源調査結果 

対象 39 サイトにおいて、既存水源の使用可否、新規掘削による水源確保の可能性を把握

するため、以下の水源調査を実施した。 

 

①水源調査概要 

[第 1次水源調査] 

現地調査 1（2011年 3月）では、下記の方針で、39サイトにおいて水源調査を行った。 

・ 建設予定地内もしくは近傍(500m 以内)に使用可能な既存水源が存在し、その管理者が

CSPSとの共用に同意したものについて、揚水試験および水質検査を実施して CSPSによ

る使用の可否を判断した。水質サンプルはワガドゥグの水質試験所で分析した。 

・ 既存水源の調査と並行して水理地質踏査および物理探査を行い、建設予定地内で最も取

水可能性が高い掘削予定地２点を選定した。物理探査は、電磁探査法または電気探査法

による水平探査により選定された候補地点で垂直電気探査を行ない、この結果を解析し

て取水可能性を評価した。 

[第 2次水源調査] 

第 1次水源調査で十分な取水可能性を得られなかった 5サイト 1について、範囲を広げて

水源確保の可能性のある掘削候補地点の同定を試みた。 

この結果、5サイトすべてで掘削候補地点を同定できたことから、同定された掘削候補地

点にあわせて建設予定地を調整することで「ブ」国側からの同意を得た。 

 

②水源調査結果による各サイトの水源確保可能性評価 

各サイトの水源調査結果一覧表を表 3-7 に、水源調査結果集計表を表 3-8 に示す。また、

既存井戸の揚水試験結果および既存水源の水質分析結果の詳細は添付資料-7に示す。 

CSPSで使用する水源の適否は「ブ」国基準に基づいて判定し、特に健康への影響に関する

検査項目についてはWHOの飲料水水質ガイドラインⅢ版（2008年）2も参考にした。 

 

 

                             
1 バラ、サン、トロバ（カリ）、ドゥスラ、ドバン 
2 DIRECTIVES DE QUALITE POUR L’EAU DE BOISSON, TROISIEME EDITION 
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表 3-7 水源調査結果一覧表 

サイト 

番号 
村 水源タイプ 揚水試験結果 

水質分析 

結果 

総合 

評価 

1 ボコ 給水栓 十分な揚水量がある 飲料適 A 

2 ブロ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

3 ジョントロ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

4 ジャモン ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

5 ガンドゥグ ハンドポンプ 濁度が高く使用不可 飲料適 B 

6 ダンドゥグ ド マンゴダラ - - - B 

7 ドゥチエ - - - B 

8 カサンデ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

9 ﾀﾞﾝﾄﾞゥグ ド ケレ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

10 ポイコロ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

11 サンポ ビアン - - - B 

12 トゥルコロ - - - B 

13 サン - - - B 

14 トロバ（ドルラ） ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

15 トロバ（カリ） - - - B 

16 カリ ド ティカン ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

17 ファクナ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

18 ティオキュイ - - - B 

19 ゴロン ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

20 バンバラ - - - B 

21 イエゲレ - - - B 

22 ドゥスラ - - - B 

23 ガニ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

24 ドバン - - - B 

25 コロニ - - - B 

26 キエメ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

27 デンケネ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

28 オロウェ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

29 コソ - - - B 

30 ティアベン カソ - - - B 

31 プン - - - B 

32 バジラコア - - - B 

33 バラ - - - B 
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サイト 

番号 
村 水源タイプ 揚水試験結果 

水質分析 

結果 

総合 

評価 

34 ケイエ - - - B 

35 カバロ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

36 バナバ - - - B 

37 オルクヌ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

38 トウインゲラ ハンドポンプ 十分な揚水量がある 飲料適 A 

39 ポクロ - - - B 

注） A 既存水源が使用可能 

B 新規掘削により水源を確保できる可能性がある 

 

表 3-8 水源調査結果集計表 

評価 
2 施設の優

先度 
評価 2 施設の優先度 

A 18 既存水源が使用可能 
既存水源の管理組合との共用によ

り給水する 

B 21 
新規掘削により水源を確保できる可能性

がある 

実施時に井戸掘削を行い、水源の

確保を図る 

 

 

3）実施時の水源確保 

①既存水源を使用するサイト（18か所） 

既存水源を使用可能であることが確認された 18 サイトのうち、1 サイト（ボコ）は配管

式給水施設の給水栓、残りの 17サイトの水源はハンドポンプが設置されている。これら 18

サイトすべてにおいて、既存水源を CSPS で使用することについての利用承諾書を入手し

た。 

 

②新規掘削によって水源を確保するサイト（21か所） 

本プロジェクトで水源を新規に掘削する 21 サイトでは、1 本目の掘削が失敗井となった

場合は、掘削結果に基づいて探査結果を検証し、必要に応じて再探査を行なった後、2 本

目を掘削する。2 本目の掘削も失敗井となった場合は、掘削工事の予算の範囲内で再探査

および 3本目掘削を行う。 

2本目または 3本目の掘削にあたって、当該サイト内での再探査・掘削地点を移動する場

合は、予め「ブ」国側関係機関および関係者の同意を求める。 

また、3 本目までがすべて失敗井、あるいは、3 本目を掘削する予算がない場合、当該診

療圏内を範囲として、日本側および「ブ」国側関係機関と協議のうえ、既存水源が利用可能

な代替地への変更を検討する。 
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1本目
不成功井

掘削地点　
2点探査済み

揚水試験
Q>=0.3m3/h

水質試験
飲料適

Yes

Yes

No

No

2本目再探査必要
か？

2本目再探査

1本目掘削

成功井／井戸ヘッ
ド建設

2本目掘削

揚水試験
Q>=0.3m3/h

水質試験
飲料適

2本目
不成功井

Yes

No
代替井探査・掘削の予
算が残っているか？

No

Yes

代替井再探査

代替井掘削

揚水試験
Q>=0.3m3/h

水質試験
飲料適

No

Yes

予算終了または代替
井不成功の場合
掘削キャンセル

既設水源が使用可能な代
替サイトを提供可能か？

揚水試験
Q>=0.3m3/h

水質試験
飲料適

No

Yes

No

Yes

CSPS
建設可能

CSPS
建設困難

Yes

No

Yes

Yes

Yes

No

No

No

当該サイトを対象から除外当該サイトを対象から除外

 

図 3-3 掘削工事フロー 

4）掘削計画 

① 成功率および掘削数量 

井戸工事業者での聞き取り調査の結果では対象地域での井戸掘削成功率は 60%～70%であ

ったが、この数字が一般的な井戸プロジェクト（失敗井の代替地点が近傍に見つからない場

合には当該村落を対象から除外）における成功率であるため、本プロジェクトでは、CSPS

の建設予定地近傍という制約を考慮して成功率 50%と想定し、掘削本数を 42本とする。 
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② 平均掘削深度 

水源調査における探査結果の解析から算定された予想掘削深度を表 3-9 に示す。 

 

表 3-9 解析掘削深度一覧表 

サイト

番号 
村 

掘削地

点番号 

掘削地点 1 掘削地点 2 

垂直探

査番号 

解析掘削

深度 (m) 

垂直探

査番号 

解析掘削

深度 (m) 

5 ガンドゥグ 1 V2 80 V1 80 

6 ダンドゥグ ド マンゴダラ 1 V3 50 V1 60 

7 ドゥチエ 1 V3 70 V5 60 

11 サンポビアン 1 V5 55 V1 65 

12 トゥルコロ 1 V2 75 V4 75 

13 サン 1 V9 95 V6 90 

15 トロバ（カリ） 1 V4 100 V3 100 

18 ティオキュイ 1 V4 95 V3 90 

20 バンバラ 1 V2 80 V3 60 

21 イェゲレ 1 V1 90 V4 90 

22 ドゥスラ 1 V8 110 V5 100 

24 ドバン 1 V11 110 V8 90 

25 コロニ 1 V3 70 V1 90 

29 コソ 1 V4 95 V1 110 

30 ティアベン カソ 1 V4 65 V3 80 

31 プン 1 V3 80 V4 65 

32 バジラコア 1 V3 80 V1 80 

33 バラ 1 V8 75 V6 75 

34 ケイエ 1 V2 80 V4 65 

36 バナバ 1 V1 65 V2 60 

39 ポクロ 1 V1 70 V4 75 

     平均 78 

 

上表より、解析掘削深度の平均は 78m であり、これにケーシング・スクリーン設置のた

めの余堀として、12mを追加した 90mを平均掘削深度とする。 

 

③ 掘削仕様 

掘削は、上部変質帯を口径9-7/8”で掘削、深部岩盤を口径6-1/2”DTHエア堀または、口径

7-1/2”泥水堀にて掘削し、内径 4-1/2”の硬質塩ビ製ケーシング・スクリーンを設置する。 

掘削標準断面図を添付資料-7に示す。 

 

④ 掘削工程 

井戸は結果により、成功井、失敗井（仕上あり）3、失敗井（仕上なし）4に大別され、失

                             
3 井戸掘削・揚水試験・水質分析・井戸ブロック建設等のすべての作業を行った後に失敗井と判断されたも

の。 
4 井戸掘削終了時点で失敗井と判断され、それ以降の作業は行っていないもの。 
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敗井21本のうちの4本(20%相当)程度が失敗井（仕上あり）と想定される。現地調査の結果、

リグ 2台当たりの掘削可能本数は成功井または失敗井（仕上あり）で 8本/月、失敗井（仕

上あり）では 12本/月であったことから、本プロジェクトでの 21か所の掘削の所要日数は

4.5か月と想定される。以上から、契約・準備・撤収期間を含め、掘削工事期間は約 8か月

と想定される。 

 

表 3-10 リグ 2台当たり所要掘削月数 

井戸種別 数量 掘削数量 (本/月) 掘削期間 (月） 

成功井 21 8 2.6 

失敗井（仕上げあり） 4 8 0.5 

失敗井（仕上げなし） 17 12 1.4 

合計 42  4.5 

 

 

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9

契約

準備

掘削42本　4.5か月

揚水試験25か所（成功井21本、失敗井4本）

水質分析25か所（成功井21本、失敗井5本）

井戸ブロック建設25か所

現場撤収

報告書作成・提出  
  注）掘削工事の最終的な完了は第 2バッチ開始後の確認揚水試験完了時となる。 

    掘削業者による井戸の保証は、井戸完成時の保健省への仮引渡し時から 1年間とする。 

図 3-4 掘削工事工程表 

 

5）確認揚水試験 

第１バッチでの掘削工事が完了して井戸ブロックが設置された井戸は、一旦保健省に引

き渡されてその管理下に置かれる。第 2 バッチにおいて、施工業者が保健省から成功井を

引き取り、施設建設作業のなかで井戸の上部構造を設置する。これに関し、施工業者が保

健省から井戸を引き取る際に、井戸の能力（規定の揚水量および揚水に砂を含まないこと）

を確認する必要があり、このための確認揚水試験は掘削工事契約に含め、第１バッチで井

戸を掘削した井戸工事業者が行う。 

 

6）上部構造 

施工業者は、コンサルタントの承認を得た上で、人力ポンプの種類に適した上部構造を

建設する。上部構造には人力ポンプの種別毎に異なるポンプアンカーを埋め込む。 
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7）人力ポンプの調達・設置 

① 既存の人力ポンプ種 

本プロジェクトの対象地域であるカスカード、ブルクドムーン、中西、南西の各地方で

使用されているポンプは、主としてベルネ型、インディアン型、ボランタ型の 3 種であ

る。 

 

表 3-11 既存井戸の人力ポンプ種の特徴 

特徴 ベルネ型 インディアン型 ボランタ型 

使用可能深

度 

45m までHPV-2000型が使用

可能。45m以深 100mまでは

HPV100型が使用可能。 

45mまでは標準型 Indian 

Mk-II型が使用可能。45m以

深 90mまでは Indian Mk-II 

Extra Deep型が使用可能 

65mまで使用可能であるが、

水位が 30m以深になると揚

水に力が必要となる。 

耐腐食性 

ステンレスシリンダーおよ

びポリエチレン揚水管であ

り、耐腐食性である。 

亜鉛めっき鋼管の場合は、

腐食の問題があるが、ステ

ンレス(SUS304)製の揚水管

およびロッド、シリンダー

を使用すれば、耐腐食性で

ある。 

揚水管は硬質塩ビ管、ロッ

ドはステンレス製で、耐腐

食性がある。 

維持管理性 

消耗品は地上近くのペダル

のパッキン交換のみで使用

者により簡単に交換が可能

である。非常に維持管理性

は良いが、シリンダー中の

ゴムチューブが破損した場

合は購入費が高額である。

しかし、ゴムチューブの寿

命は通常10～15年と長期で

あり、2年間はメーカーの保

証があるので初期不良には

対応可能である。 

定期的なグリスアップが必

要である。シリンダー内の

ピストンおよび逆止弁のゴ

ムパッキングの交換が定期

的（多い場合には年に数回）

に必要であり、交換時には

ロッド・揚水管・シリンダ

ーを全て井戸から引き抜く

必要がある。 

定期的なグリスアップが必

要である。 

シリンダー内のピストンは

ゴムパッキングを使用して

いない。6～10年後逆止弁と

シリンダーのゴムパッキン

グの交換のためにロッドを

揚管する必要があるが、揚

水管を残したままロッド・

シリンダー・ピストンを引

き抜ける構造であり、交換

作業は容易である。 

 

② 設置深度 

現地のポンプ供給業者によれば、対象地域のうち、南部のカスカード、中西、南西地方

では水位は浅く、北部のブクルドムーン地方では比較的水位が低く、ポンプは南部の 3 地

方で深度 45ｍの機種、ブクルドムーン地方では 45m～65mの機種が適しているとされる。 

現地調査では、既存水源を利用できる 18 サイトのうち、配管式給水施設の給水栓のある

1 サイトを除く 17 か所 5での既存井戸の揚水試験を実施した。これら 17 か所の動水位は、

南部 9か所の平均が 22.45m、北部 8か所の平均が 30.41mと、確かにブクルドムーン地方に

おいて水位が低い傾向がみられた。しかし、個々の井戸の動水位の範囲が南部で 15.41～

36.82m、北部で 14.47～42.31mであったことから、既存井戸のポンプの深度を動水位に 10

ｍを加えた程度と想定すれば、南部、北部ともポンプは深度 45ｍの機種と 45m～65mの機種

                             
5 南部 9か所（カスカード地方 6、 中西地方 1、南西地方 2）、北部 8か所（ブクルドムーン地方 8） 
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が混在することになる。 

表 3-12 既存井戸 17か所の動水位と推定ポンプ設置深度別内訳 

地域 地方 ()内は地方別井戸本数 
井戸数 

（本） 

動水位 

（ｍ） 

ポンプ深度別内訳 

（井戸の本数） 

平均 範囲 45m以浅 45m以深 

南部 

カスカード (6) 

中西 (1) 

南西 (2) 

9 22.45 15.41～36.82 8 1 

 

北部 

 

ブクルドムーン (8 ) 8 30.41 14.47～42.31 5 3 

 計 17   
13 

(76.5%) 

4 

(23.5%) 

 

本プロジェクトで設置する 21本の井戸（ブクルドムーン 9か所、南部 3地方 12か所）に

ついても、既存の 17か所とほぼ同程度の割合で 45ｍ以深のポンプ設置が必要と想定し、21

本のうちの 5本（23.8%）は 65m深度の人力ポンプ、残り 16本は 45m深度のポンプを適用す

る計画とする。実際のポンプ深度は、第 1 バッチの掘削工事における揚水試験結果によっ

て確定する。 

 

③ ポンプ調達・設置の仕様および数量 

井戸のポンプは、第 2 バッチにおいて、施工業者がポンプ供給会社をとおして調達する。

施工業者は、調達代理機関の承認を得てポンプ種の選定を行うものとする。 

 

表 3-13 ポンプ調達・設置の仕様および数量 

項目 内容 数量 （式） 

45m設置用ポンプ調達1式 

 

- 各サイトまでの輸送 

- 標準付属品 

- 井戸修理人用工具 

- スペアパーツ（1年分） 

16 

65m設置用ポンプ調達1式 

 

- 各サイトまでの輸送 

- 標準付属品 

- 井戸修理人用工具 

- スペアパーツ（1年分） 

5 

ポンプ設置 

 

- 作業班の動員・移動 

- 設置中の各CSPS責任者への使用法説明 

- ポンプ設置報告書 

21 
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(5)機材計画 

1）機材の種類および数量 

本プロジェクトでは、保健省による CSPS設置基準に準拠して機材を調達する。 

 

2）機材の削除と変更 

保健省担当部局との協議をとおして、CSPS 設置基準に規定されている機材のうち以下の

項目は本プロジェクトの対象外とすることに合意した。 

手術用手袋は、以前の製品仕様が袋詰めであったために、手術用手袋入れに移し変えて

使用していた。しかし、最近は製品仕様が箱入りとなったため移し変えは不要となってい

る。したがって、本プロジェクトでの調達機材から手術用手袋入れは除外した。 

市場調査の結果、救急バイクは既製の製品がなく、三輪バイク（輸入品）を「ブ」国内の

業者が独自に改造する特注品であることが判明した。このように改造されたバイクにはメ

ーカーの保証が得られず、また、特注品であるために入札における競争性を維持すること

が難しく、日本の無償資金協力事業による調達に適さない。以上から、救急バイクは本プ

ロジェクトの調達対象から除外するものとして、保健省担当部局の合意を得た。 

連絡用通信装置（無線機、電話）については、現在、保健省では無線機をほとんど使用し

ていないことが確認された。したがって、保健省からは、無線機の代替として携帯電話も

要望されたが、機器の性質上、使用上の管理（業務・私用の別等）が難しいことから、無償

資金協力事業による調達に適さない。以上から、通信装置は本プロジェクトの調達対象か

ら除外することで保健省側の了承を得た。 

なお、機材リストに含まれていた整理棚、両開きキャビネット、片開きキャビネット、

水タンクは、造りつけ式の棚およびキャビネットとして、施設側で設置するものとした。 

 

3）機材の仕様および品質について 

現地調査の結果、保健省による CSPS 設置基準に示された機材リストは、診療室ごとに最

低限必要な種類の機材であり、機材の仕様も CSPS における保健医療サービスの水準に適し

たものであることが確認された。また、これらに該当する医療機材で「ブ」国の市場で流通

しているものののほぼすべてが欧州、米国からの輸入品であり、CSPS での使用には十分な

品質であると判断された。なお、医療家具類（ベッド、キャビネット等）は「ブ」国内で生

産されているものが多く、既存の CSPS でも通常に使用されており、品質的にも大きな問題

は生じていないことが確認された。 

以上を踏まえ、本プロジェクトでの調達機材は、以下の基準を満たすものとする。 

 ・ISO、JIS、BS、DIN、FDA、UL等の国際的な品質基準に基いて製造された機材 

 ・「ブ」国内に流通し、これまでに CSPSでの使用実績がある機材 

 ・「ブ」国内に輸入され、これまでに CSPSでの使用実績がある機材 

 ・WHO等の援助機関による「ブ」国内での採用実績がある機材 
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4）機材の検討 

先方要請機材に関し、除外した上述 3 項目以外について、使用目的、技術レベル、維持

管理の観点から検討した結果、本プロジェクトでの調達が妥当であると判断された。 

 

検討観点 

・ 使用目的の検討： 保健サービス活動に必要である。 

・ 技術レベルの検討: CSPS の活動、技術レベルに合致している。 

・ 維持管理費の検討: COGES およびコミューンが運営維持管理に必要なコストを負担できる。 

 

表 3-14 本プロジェクトで調達する機材 

機

材

番

号 

 

機材名 

一般診察棟 産科棟 一般サービス棟  

事

務

室 

診

察

室 

処

置

室 

 

処

置

室

兼

小

手

術

室 

経

過

観

察

室 

診

察

室 

陣

痛

室 

分

娩

室 

産

科

経

過

観

察

室 

薬

品

販

売

所 

薬

品

倉

庫 

予

防

接

種

室 

倉

庫 

合

計 

1 保冷剤           25   25 

2 書類吊り下げ式キャビネット 1 1            2 

3 機械式吸引機        1      1 

4 圧力滅菌器    1  1        2 

5 防火用砂入          1    1 

6 滅菌トレー  3 3   3        9 

7 木製ベンチ 4             4 

8 ベッドパン     4 1 2 2 5     14 

9 処置用たらい   1 1          2 

10 新生児用たらい        2      2 

11 水運搬容器           2   2 

12 鉗子立て  1            1 

13 浣腸セット（2リッター）        1      1 

14 綿球入れ  1 1 1  1  1      5 

15 処置器具セット   1           1 

16 分娩器具セット        2      2 

17 小手術器具セット    2          2 

18 縫合器具セット        2      2 

19 ブタンガスボンベ    1  1  1    2  5 

20 一輪車             1 1 

21 片袖机 1 1    1    1    4 

22 電子卓上計算機          1    1 

23 椅子 1 1  3  1    1    7 

24 客用椅子 3 3    3      1  10 

25 処置カート     1   1 1     3 

26 はさみ（14㌢）      1        1 

27 はさみ   1 1      1    3 

28 手提げ金庫          1    1 

29 ガス接続セット    1  1  1    2  5 

20 診療記録入      3    1    4 
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機

材

番

号 

 

機材名 

一般診察棟 産科棟 一般サービス棟  

事

務

室 

診

察

室 

処

置

室 

 

処

置

室

兼

小

手

術

室 

経

過

観

察

室 

診

察

室 

陣

痛

室 

分

娩

室 

産

科

経

過

観

察

室 

薬

品

販

売

所 

薬

品

倉

庫 

予

防

接

種

室 

倉

庫 

合

計 

31 踏み台（2段）  1 1 1  1  2      6 

31 アイスボックス            1  1 

33 移動用ワクチンコンテナ            3  3 

34 膿盆（17㌢）        1      1 

35 膿盆（20㌢）        1      1 

36 膿盆（26㌢）  1  2  1  1      5 

37 膿盆（30㌢）   1     1      2 

38 ３針式掛時計  1      1      2 

39 診察灯   1 1    1      3 

40 懐中電灯          1    1 

41 シングルベッド     4  2  5     11 

42 シングルマットレス     4  2  5     11 

43 耳鏡（電池式）  1            1 

44 木製パレット           2   2 

45 衝立    1    1 2     4 

46 シャベル             1 1 

47 小児用体重計  1    1  1      3 

48 身長体重計  1    1        2 

49 ペアン鉗子（14㌢）  1            1 

50 ピンセット（16㌢）   1 1    1      3 

51 つるはし             1 1 

52 長方形トレー（大）          1    1 

53 角盆（大）  1 1 2    1      5 

54 角盆（中）      1  1      2 

55 角盆（小）   1 2    1      4 

56 IVスタンド     4  2 1 5     12 

57 足踏み式汚物入れ  1 2 2  1        6 

58 熊手             1 1 

59 3連ガスコンロ台    1  1  1      3 

60 ガス･電気両用冷蔵庫            1  1 

61 バケツ      1       3 4 

62 ステンレス膣鏡（大)      1  1      2 

63 ステンレス膣鏡（中)      1  2      3 

64 ステンレス膣鏡（小)      1        1 

65 聴診器  2    1        3 

66 トラウベ聴診器      2  2      4 

67 診察台  1  1          2 

68 婦人用診察台      1        1 

69 分娩台        2      2 

70 ベッドサイドテーブル    4     5     9 

71 処置台   2           2 

72 新生児処置台        1      1 

73 折畳テーブル            1  1 

74 会議用テーブル 2             2 

75 丸椅子    4     5     9 
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機

材

番

号 

 

機材名 

一般診察棟 産科棟 一般サービス棟  

事

務

室 

診

察

室 

処

置

室 

 

処

置

室

兼

小

手

術

室 

経

過

観

察

室 

診

察

室 

陣

痛

室 

分

娩

室 

産

科

経

過

観

察

室 

薬

品

販

売

所 

薬

品

倉

庫 

予

防

接

種

室 

倉

庫 

合

計 

76 医師用椅子   1 1    2      4 

77 ガーゼ缶   1 1  1  1      4 

78 血圧計  1    1        2 

79 小児用血圧計  1            1 

80 婦人用尿瓶     2         2 

81 男性用尿瓶     2         2 

82 大型金庫          1    1 

83 予防接種活動用オートバイ             2 2 

 

 

3-2-3概略設計図 

 

以下の図面を資料 7に添付する。 

全体配置図  ：配置図 

一般サービス棟 ：平面図、立面図、断面図 

一般サービス棟用便所・シャワー棟 ：平面図、立面図、断面図 

一般診療棟 ：平面図、立面図、断面図 

一般診療棟用便所・シャワー棟 ：平面図、立面図、断面図 

産科棟  ：平面図、立面図、断面図 

産科棟用便所・シャワー棟 ：平面図、立面図、断面図 

保健医療従事者宿舎 ：平面図、立面図、断面図 

保健医療従事者宿舎用便所・シャワー ：平面図、立面図、断面図 

保健医療従事者宿舎外部キッチン ：平面図、立面図、断面図 

 

 

3-2-4施工計画/調達計画 

3-2-4-1施工方針/調達方針 

 

（1）事業実施の基本事項 

本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力事業（コミュニティ開発支援無償資金協力）

の枠組みにしたがって、日本国政府による閣議決定を経て、両国政府間で事業実施に係る交換

公文（Exchnage of Notes, E/N）が締結され、国際協力機構と「ブ」国政府との間で贈与契約

（Grant Agreement, G/A）が締結された後、正式に実施される。 
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（2）調達代理機関方式の基本事項 

1）調達代理機関の業務内容 

調達代理機関は、主に以下の業務を行う。 

 ・一般競争入札による施工業者、井戸工事業者、機材調達業者の選定 

 ・元請コンサルタント、施工業者、井戸工事業者、機材調達業者への支払い管理 

 ・施設、機材の検査・検収への立会い 

 ・両国関係機関への報告 

以上の業務を担当するにあたり調達代理機関の要員計画は表 3-17のとおりである。 

 

2）入札管理 

本プロジェクトにおける入札業務はの金額規模から、現地常駐統括補佐とは別にスポッ

トで現地に入る統括が入札図書の内容確認、入札評価などの総括業務を行う。また、国内

担当者が入札図書作成を補佐する。 

 

3）資金管理 

工事代金、機材調達代金の支払い管理業務を国内担当の支援を受けて実施する。 

 

4）技術監理 

技術監理者は元請コンサルタントから配置されるため、調達代理機関には本邦技術者を

配置しない。調達代理機関は、元請けコンサルタントから報告を受けて、契約書にしたが

って工事代金等の支払いを実施する。 

 

 

（3）各機関の役割 

1)「ブ」国保健省 

プロジェクトの主官庁である保健省は、事業全体の調整と必要な運営にあたる。E/N、

G/A締結後、保健省は、E/Nに添付される合意議事録（Agreed Minutes, A/M）に基づいて、

調達代理機関と調達代理契約（Agent Agreement, A/A）を締結し、調達代理機関による契約

業務の各工程において、入札図書、業者選定結果等を承認する。また、保健省は、省内の

関係部局による監理チームを構成し、ソフトコンポーネントの実施に必要な人員を派遣す

るとともに、CSPS開設時の必要な薬品一式を調達し、必要な保健医療従事者を配置する。 

 

2）JICA 

JICA は、日本側の実施機関として、｢ブ｣国政府と G/A を締結し調達代理機関へ計画実施

上の諸事項について助言する。 
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3）調達代理機関 

調達代理機関は｢ブ｣国保健省と A/Aを締結し、A/Aにしたがって、「ブ」国政府の代理人

として事業実施を代行する。調達代理機関は、まず、本邦の元請コンサルタントと施工監

理契約を結び、入札を実施して施工業者、井戸工事業者、機材調達業者を選定する。その

後、選定された各業者と契約を締結して事業を実施し、元請コンサルタントによる工事進

捗の報告をうけて支払いを実施するとともに、計画全体を管理する。 

 
4）元請コンサルタント 

JICA の推薦をうけた本邦コンサルタントが調達代理機関と契約を締結し、現地コンサル

タントを活用して、施工監理業務にあたる。元請コンサルタントは、調達代理機関の入札

実施を補助し、入札結果に基づいて調達代理機関が契約する施工業者、井戸工事業者、機

材調達業者に対する技術的な指導や助言を行う。これら業者が請求を行う際には、工事進

捗状況と出来高を確認し、その結果を調達代理機関へ報告する。 

 

5）施工業者／井戸工事業者／機材調達業者 

施工業者／井戸工事業者／機材調達業者は、調達代理機関との契約により、契約図書に

したがって工事、調達を実施する。 

 
6）協議会 

E/N、G/A 締結後、両国は、プロジェクトの円滑な実施を目的として、協議会を設立する。

協議会は保健省の関係部局および調達代理機関を主体として構成し、必要に応じて経済・

財務省、外務・地域協力省の関係者も構成員に加える。日本国側からは日本国大使館をオ

ブザーバーとして迎える。協議会では、本プロジェクトの遂行に関する諸問題について協

議する。 

 

（4）事業実施体制 

本プロジェクトにおける事業実施体制は以下のとおりである。 

 

「ブ」国政府

経済・財務省

外務・地域協力省

日本国大使館

ＪＩＣＡ

保健省

弁護士事務所

施工会社 井戸工事業者 機材調達業者

調達代理機関

施工監理契約 工事契約 調達契約工事契約

契約

E/N

G/A

A/A

協議会

連絡　調整

連絡　調整

監理・指導、調整

邦人コンサルタント
現地コンサルタント
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 図 3-5 事業実施体制 

3-2-4-2施工上/調達上の留意事項 

（1）入札・契約 

本邦調達機関による入札から契約にいたる工程は、現地で一般的に実施されている方法です

すめられる。現在「ブ」国国内で使用されている入札に関する大統領政令の規定は、西アフリ

カ経済通貨同盟(UEMOA)の合意に基づくものであり、他の同盟国に先駆けて「ブ」国において法

令化されたものである。また、入札に関する紛争解決のために経済・財務省内部には調停委員

会が設置されている。しかし、実際には省庁間で入札書類の表現方式が異なるなど、必ずしも

制度に基づく統一的な方法が用いられている状況とはいえない。 

なお、本プロジェクトは「ブ」国保健セクターにおける初回の無償資金協力事業であるため、

調達代理機関は保健省に対して適切な支援を行う必要がある。 

 

（2）入札参加資格 

施工業者は、住宅・都市計画省のカテゴリー区分 B4 を対象とし、以下の入札参加の条件と

して、堅実で信頼性の高い施工業者を選択する。井戸工事業者、機材調達業者についても、こ

れに準じた条件を入札参加資格とする。 

 

①  B4カテゴリーである（施工業者のみ） 

②  入札金額が過去 5年の年間平均工事実績金額の半分以下である（施工業者のみ） 

③  「ブ」国政府の公的事業あるいは日本の国際協力における施設建設／井戸工事／機材

調達の複数の経験を有する 

④  入札図書に記載された銀行保証を取得できる 

⑤  入札図書に記載された技術者や機材を保有している 

⑥  「ブ」国組織法（会社法）によるところの国内企業である 

 

（3）工事費の支払い 

施工業者に対する支払いについて、「ブ」国では契約書に記載された工事出来高（基礎工事、

躯体工事、屋根工事等の終了）により毎月支払う方法が広く採用されていることから、本プロ

ジェクトにおいてもこの方法で工事費を支払う。 

毎月の支払は元請コンサルタントが施工業者より提出された各ロットの工事出来高の金額査

定を行い、調達代理機関に報告し、出来高払いを実施する。完了時の支払は、完了検査、指摘

事項の是正の後に最終の支払が行われる。 

 

（4）免税措置 

1）日本側に対する免税措置 

調達代理機関および元請コンサルタントは、経済・財務省税務課で日本政府の無償資金
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協力事業であることを証明する課税識別番号を取得し、その番号をもとに免税証明書の発

行を受けることができる。 

 

2）施工業者／井戸工事業者／機材調達業者への還付措置 

施工業者／井戸工事業者／機材調達業者に対する免税は、経済・財務省税務課で取得し

た課税識別番号と日本の無償資金協力事業であることを証明する免税証明書の発行を必要

とする。施工業者／井戸工事業者／機材調達業者は予定購入数量、金額等を提示してプロ

ジェクトの調達代理機関より免税証明書を取得し、「ブ」国指定の販売会社より税金を含ん

だ金額で資機材を購入する。その後、税金申告の際に、施工業者／井戸工事業者／機材調

達業者が国庫に納めるべき付加価値税(TVA)の合計金額と免税証明書に記載された TVA 額と

の相殺を行い、納税金額を減ずることで免税が実施される。 

 

（5）アスベスト対策 

本プロジェクトで建設する建物には、アスベストを含有する建材は使用しない。そのた

め、購入前に現地施工業者から供給業者に対して、アスベストの不使用を指示し、使用予

定建材にアスベストの含有の有無を確認する。 

 

 

3-2-4-3施工区分/調達・据付区分 

（1）バッチ構成概要 

本プロジェクトの施設建設は、雨季、建物の工事期間、サイトの分布状況とゾーニング、施

工順序などを考慮して 2つのバッチに分け、特に施設建設は第 1バッチを 2ロット、第 2バッ

チを 3ロットに分割する。井戸工事、機材調達も含めてたバッチ、ロットの構成を表 3-15 に、

建築についてのバッチ・ロット分け詳細を表 3-16 に示す。 

 

表 3-15 バッチ・ロット構成 

バッチ ロット 内容 

第１バッチ 
建築 2ロット 

 7サイト（カスカード地方）での施設建設 

 8サイト（ブクルドムーン地方）での施設建設 

井戸 １ロット 21サイト（既存水源無し）での井戸試掘 

機材 1ロット 15サイト（第 1バッチ施設建設サイト）への機材調達（バイク以外） 

車輛 １ロット 15サイト（第 1バッチ施設建設サイト）へのバイク調達 

第 2バッチ 

建築 3ロット* 

 9サイト（カスカード地方 5、南西地方 4）での施設建設 

 6サイト（中西地方）での施設建設 

 9サイト（ブクルドムーン地方）での施設建設 

機材 1ロット 24サイト（第 2バッチ施設建設サイト）への機材調達（バイク以外） 

車輛 １ロット 24サイト（第 2バッチ施設建設サイト）へのバイク調達 
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* 第 2バッチの施設建設のサイト詳細は第１バッチでの井戸掘削後に決定 

表 3-16 建築バッチ・ロット分け詳細 

バッチ ロット 地方 保健行政区 サイト 既存水源 アクセス(分）* 

第 1バッチ 第 1ロット 

（7サイト） 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾊﾞﾝﾌｫﾗ ﾎﾞｺ 有 110 平均 

 104.29 ｶｽｶｰﾄﾞ ﾊﾞﾝﾌｫﾗ ﾌﾞﾛ 有 60 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾊﾞﾝﾌｫﾗ ｼﾞｮﾝﾄﾛ 有 70 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾊﾞﾝﾌｫﾗ ｼﾞｬﾓﾝ 有 100 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ｶｻﾝﾃﾞ 有 110 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ﾀﾞﾝﾄﾞｩｸﾞ ﾄﾞ ｹﾚ 有 90 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ﾎﾟｲｺﾛ 有 190 

第 2ロット 

（8サイト） 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ ﾄﾛﾊﾞ(ﾄﾞﾙﾗ) 有 60 平均 

 90.38 ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ ｶﾘ ﾄﾞ ﾃｨｶﾝ 有 70 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ ﾌｧｸﾅ 有 28 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾄｩｶﾞﾝ ｺﾞﾛﾝ 有 150 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾄｩｶﾞﾝ ｶﾞﾆ 有 170 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾇﾅ ｷｴﾒ 有 60 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ｿﾚﾝｿﾞ ﾃﾞﾝｹﾈ 有 95 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ｿﾚﾝｿﾞ ｵﾛｳｪ 有 90 

第 2バッチ 第 1ロット 

（9サイト） 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ｶﾞﾝﾄﾞｩｸﾞ 無 120 平均 

 91.55 ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ﾀﾞﾝﾄﾞｩｸﾞ ﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ 無 101 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ﾄﾞｩﾁｴ 無 170 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ｻﾝﾎﾟ ﾋﾞｱﾝ 無 150 

ｶｽｶｰﾄﾞ ﾏﾝｺﾞﾀﾞﾗ ﾄｩﾙｺﾛ 無 78 

南西 ﾊﾞﾃｨｴ ﾊﾞﾅﾊﾞ 無 15 

南西 ﾃﾞｨｴﾌﾞｸﾞ ｵﾙｸﾇ 有 75 

南西 ﾃﾞｨｴﾌﾞｸﾞ ﾄｩｲﾝｹﾞﾗ 有 45 

南西 ﾃﾞｨｴﾌﾞｸﾞ ﾎﾟｸﾛ 無 70 

第 2ロット 

（6サイト） 

中西 ｻﾌﾟｲ ﾃｨｱﾍﾞﾝ ｶｿ 無 60 平均 

 90.00 中西 ｻﾌﾟｲ ﾌﾟﾝ 無 90 

中西 ｻﾌﾟｲ ﾊﾞｼﾞﾗｺｱ 無 90 

中西 ﾚｵ ﾊﾞﾗ 無 65 

中西 ﾚｵ ｹｲｴ 無 110 

中西 ﾚｵ ｶﾊﾞﾛ 有 125 

第 3ロット 

（9サイト） 
ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ ｻﾝ 無 100 平均 

 77.25 
ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ ﾄﾛﾊﾞ (ﾄﾞﾙﾗ) 無 38 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾃﾞﾄﾞｩｸﾞ ﾃｨｵｷｭｲ 無 90 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾄｩｶﾞﾝ ﾊﾞﾝﾊﾞﾗ 無 170 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾄｩｶﾞﾝ ｲｴｹﾞﾚ 無 90 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾄｩｶﾞﾝ ﾄﾞｩｽﾗ 無 40 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾄｩｶﾞﾝ ﾄﾞﾊﾞﾝ 無 60 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ﾇﾅ ｺﾛﾆ 無 120 

ﾌﾞｸﾙﾄﾞﾑｰﾝ ｿﾚﾝｿﾞ ｺｿ 無 30 

* 施工監理の拠点からサイトまでの車輌による移動時間
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3-2-4-4施工監理計画・調達監理計画 

（1）調達代理機関 

統括者は、プロジェクト開始時、入札、契約などのプロジェクトの節目にスポットで現地に

赴任し業務全体を統括する。統括補佐は、プロジェクトの開始から完了までワガドゥグに常駐

し、入札業務、工事、調達を監理する。入札図書作成や契約および支払い業務は、本邦に担当

者を配置して現地業務を支援する。調達代理機関は、プロジェクト事務所を首都ワガドゥグに

設置し、事務員、運転手、雑役、ガードマンなどの現地スタッフを置く。 

調達代理機関の要員計画（案）を以下に示す。 

 

表 3-17 調達代理機関要員計画 

担 当 格付 業務内容 

統括者 2号 
業務全体の統括者 

入札図書作成、プロジェクト完了時に現地で業務を統括する。 

常駐統括補佐 4号 
現地責任者 

事業全般にわたり現地に常駐して統括の業務を補佐する。 

国内担当者 1 

入札図書作成 
3号 入札図書を作成する。 

国内担当者 2 

契約関連・資金管理業務 
4号 

契約書類を確認し、コンサルタントの報告に基づいて毎月の支払い業務

を管理する。 

 

（2）元請コンサルタント 

入札業務担当者は、それぞれ現地コンサルタントの入札評価・技術アドバイザーと協働し、

調達代理機関を補佐して入札図書作成、入札図書評価、契約立会いなどにあたる。 

施工監理業務では、第 1バッチに 2か所（バンフォラ、デドゥグ）第 2バッチに 3か所（バ

ンフォラ、デドゥグ、レオ）に施工監理の拠点事務所を設置し、それぞれに邦人常駐施工監理

者とそれを補佐する現地人主任技術者が常駐する。さらに各事務所には事務員、通訳、雑役、

ガードマンなどのスタッフを配置する。また邦人井戸工事監理者、井戸工事監理者補佐、本邦

設備監理者、現地設備監理者は、状況に応じて拠点事務所を移動しながら作業する。施工監理

を担当する現地人現場監理者は各拠点に 2～3名を配属する。現場監理者は 1人で 2～3サイト

を担当し、サイト近くの村などに下宿して受け持ちサイトを週 2回程度巡回し、週末に拠点事

務所に集まって進捗状況や問題点などを報告する。現場監理者は、元請コンサルタントの作成

した工事監理マニュアルに基づいて施工業者を指導・監督して業務を進める。邦人常駐施工監

理者、主任技術者、保健行政区関係者による現場での定例会議を月１回開催する。邦人常駐施

工監理者、主任技術者は必要に応じてサイトを訪問して、指導、助言を行う。調達する機材の

納入時には、邦人機材実施監理者がスポットで監理、検収、動作確認にあたる。第１バッチに

おける井戸掘削は、井戸工事業者による掘削班 2 班、揚水試験班 2 班、井戸ブロック建設班 2
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班の計6班が21サイトを移動して工事をすすめることが想定され、コンサルタントの監理要員

も 21サイトの巡回して監理にあたる。 

元請コンサルタントの要員計画、施設建設に係る施工監理体制は以下のとおりである。 

 

表 3-18 元請コンサルタント要員計画 

担 当 格付 業務内容 

建築入札業務担当 3号 
建設工事の入札図書・技術書・BQ を作成し調達代理機関の統括および

常駐統括補佐に協力して円滑な入札を実施する。 

井戸入札業務担当 3号 
井戸工事の入札図書・技術書・BQ を作成し調達代理機関の統括および

常駐統括補佐に協力して円滑な入札を実施する。  

機材入札業務担当 3号 
機材工事の入札図書・技術書・BQ を作成し調達代理機関の統括および

常駐統括補佐に協力して円滑な入札を実施する。  

建築国内担当 

（入札支援） 
4号 

調達代理機関の統括と建設入札業務担当と綿密に連絡をとり、本邦に

て入札業務の補佐を行う。 

建築国内担当 

（業務マニュアル作

成） 

4号 

国内において、現地主任技術者および、現場監督管理者が使用する業

務マニュアルとチェックリストを作製し管理業務を補佐する。 

 

井戸国内担当 

（入札支援） 
4号 

調達代理機関の統括と井戸入札業務担当と綿密に連絡をとり、本邦に

て入札業務の補佐を行う。。 

機材国内担当   

（機材仕様書レビュ

ー・入札図書作成） 

4号 
調達代理機関の統括と機材入札業務担当と綿密に連絡をとり、本邦に

て入札業務の補佐を行う。 

建築工事常駐監理者 1 

(デドグ事務所) 
3号 

業務全体を統括し現地にて入札図書の整理、施工図の承認、品質管理

や現地傭人技術者の管理なども担当する。 拠点に常駐する元請コンサ

ルタントの責任者また、竣工検査立会いを行う。 

建築工事常駐監理者 2 

(バンフォラ事務所) 
4号 

業務全体を統括し現地にて入札図書の整理、施工図の承認、品質管理

や現地傭人技術者の管理なども担当する拠点に常駐する。 

建築工事常駐監理者 3 

(レオ事務所) 
4号 

業務全体を統括し現地にて入札図書の整理、施工図の承認、品質管理

や現地傭人技術者の管理なども担当する拠点に常駐する元。 

設備監理者 3号 第 1バッチに建設サイトに赴き設備監理をする 

井戸工事監理者 3号 井戸掘削工事の監理をおこなう。1年後の完成検査にも対応する。  

機材実施監理者 3号 機材の納入時期に納入作業の監理、検収、動作確認を行う。 
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邦
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が

現
地
で
雇
用
す
る
技
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者

主任技術者2 主任技術者3主任技術者1

第1、2バッチ共通 第1、2バッチ共通 第2バッチのみ

常駐管理者1 常駐管理者2 常駐管理者3

 
 

図3-6 施工監理体制概念図 
（スポット監理を除く） 

 

3-2-4-5品質管理計画 

（1）施工マニュアル作成 

現地施工業者による工事をより確実にすすめるため、入札時に提供する一般図面に加えて、

コンサルタント作成の施工マニュアルを配布する。 

 

（2）コンクリートの品質管理 

コンクリート強度確保の観点より、配合計画を作製し、工事着工前に実際にサイトで使用す

る予定の骨材を使用して、試験練りを行う。ワガドゥグの国立ラボにて4週間後の圧縮強度試

験を行いコンクリート強度を確認する。着工後はここで決定した配合を守る事で品質が担保さ

れると考えられるが、圧縮強度試験を1サイトにつき3か所（基礎、柱、梁）実施して強度を

確認する。また、コンクリートブロックは現場制作となることから、これについても半数のサ

イトで2本程度のサンプルによる圧縮強度試験を実施する。 

 

（3）その他 

技術仕様書に記載された規定に準拠するため、必要に応じて材料の品質証明書、仕様書、見

本などを施工業者に提出させ、必要に応じてサンプルを作らせる。 

施

工

会

社 

施

工

業

者 
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3-2-4-6資機材等調達計画 

建材のうち工業製品は、すべての資材がワガドゥグなどの大都市おいて調達可能であるが、

コンクリート用骨材や水は現場付近で調達する。TVA の還付対象となる建材・家具・備品等は

国に登録、認定された主要資材業者から調達する。 

輸入品が多い工業製品は市場での調達に支障はないが、調達にあたって販売会社の在庫数量

を確認する。本プロジェクトでは、第 3国での資機材調達は予定していない。 

 

表 3-19 主な建築材料の調達状況 

項 目 
調達国 

備 考 
現 地 日 本 第三国 

セメント ●   クリンカーを輸入した国産セメントあり 

砂利 ●   サイト周辺 

砂 ●   サイト周辺 

コンクリートブロック ●   現地製作品 

鉄骨 鉄筋 ●   欧州、中国からの輸入品が現地調達可能 

屋根材（折板） ●   欧州から原材料を輸入 国内で成形加工 

鋼製建具 ●   欧州から原材料を輸入 国内で成形加工 

セラミックタイル ●   欧州から材料を輸入 国内で成形加工  

衛生陶器 ●   欧州からの輸入品が現地調達可能 

太陽光利用発電機器 ●   欧州からの輸入品が現地調達可能 

医療用家具 ●   欧州から原材料を輸入 国内で成形加工 

医療用機材 ●   欧州からの輸入品が現地調達可能 

割合（％） 100％ 0％ 0％  

 

 

3-2-4-7初期操作指導・運用指導等計画 

CSPSの職員および CDGESに対して、機材の基本的な操作方法、日常点検の方法、トラブルが

生じた場合の対応法などを機材の搬入時に調達業者が指導する。なお、機材搬入時に CSPS の

保健医療従事者が配属されていない場合は、対象地区の最終サイトにおいて合同で指導するこ

となどを検討する。 

本プロジェクトで井戸を新設する 21か所では、ポンプ設置時にポンプ設置業者が CSPSの職

員および COGESに対して日常的な運転・維持管理方法を説明する。なお、「ブ」国では、各コ

ミューンに最低 1人の井戸修理人を育成することを目標に井戸の維持管に係る能力向上に取り

組んでいる。本プロジェクトで新設する 21 か所のポンプについても、故障時には有償で井戸

修理人の修理を受けることが可能である。したがって、CSPSの職員やCOGESがポンプ修理の技

能を習得する必要はない。 

なお、COGES による維持管理能力を強化するうえで、ソフトコンポーネントの内容に、施設

と機材の維持管理に関する指導を含める。 
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3-2-4-8ソフトコンポーネント 

ソフトコンポーネントは、元請コンサルタントと「ブ」国保健省および各保健行政区との協

働により実施する。本邦コンサルタントの活動を補助するために通訳者 1名と、現地コンサル

タントのソフトコンポーネント技術者を1名雇用する。その雇用期間は通訳者1.1M/M、現地技

術者および翻訳者がそれぞれ 17.45M/Mとする。邦人コンサルタントは現地 1.1M/Mとする。 

 

（1）ソフトコンポーネントを計画する背景 

本プロジェクトでは 39か所の CSPSを建設する。CSPSはコミューン所有の保健施設で、直接

的な運営は COGESに委ねられている部分が大きい。 

COGESは当該 CSPSの診療圏の住民から選出される委員 5～6人と CSPSに配属された保健医療

従事者の責任者で構成される。COGES の主な役割は、予防接種のアウトリーチサービスや保健

教育などの活動補助、薬品の販売管理、清掃員などの非保健員の雇用、施設・機材の営繕など

である。CSPS の保健医療従事者は当該地の出身者ではなく、また、人数も限られることから、

保健サービスの側から住民への働きかけを行う上でCOGESの存在は大きい。CSPSで使用する薬

品は政府あるいはドナーが施設開設時に一式を供与する以外は、バマコイニシアティブを実践

する形で、薬品を販売した収益を回転資金として自立的な供給を行っている。ここでも COGES

が重要な役割を担っており、CSPS内の薬局はCOGESが管理している。薬品の価格は、国が定め

た標準価格に 15％まで上乗せし、その分の収益を CSPS の運営に当てることができる。実際に

は、清掃員などの非保健員の給与、簡便な修理のコストなどに使用されている。 

以上のように CSPS の運営には COGES の存在が必要不可欠であるが、CSPS の建設にあわせて

COGES が時宜を得て組織されることが特に重要となる。これまでに実施されている他ドナーの

支援によるCSPS建設においても、本ソフトコンポーネントと同様のCOGES組織化支援を含むも

のが多く、CSPSの開設と同時にCOGESが組織されて活発に活動している。本プロジェクトで新

設されたCSPSが確実に保健サービス活動を開始するためには、COGESの組織化と能力開発に関

するソフトコンポーネントが必要である。また、CSPS が長期的に安定して運営されてゆくた

めには、施設と機材が適切に維持管理される必要があり、COGES による維持管理体制強化のた

めの指導も、本ソフトコンポーネントに含める。 

 

（2）ソフトコンポーネントの目標 

本プロジェクトで新設されるCSPSにおけるCOGES設立と活動開始を支援することを目標とし

て、新設CSPSが所在する保健行政区に対する巡回指導、COGES組織化と研修を計画する。具体

的な活動計画は(5)のとおり。 

 

（3）ソフトコンポーネントの成果 

保健行政区に対する巡回指導により、COGES 組織化と研修に必要なマニュアル・教材が保健

行政区に配布され、保健行政区による COGES組織化・研修の行動計画ができる。 
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また、保健行政区ごとの行動計画に基づいて活動を実施することにより、COGES メンバーが

選出され、新設 CSPSの薬局に販売員が配置される。 

 

（4）成果達成度の確認方法 

保健行政区に対する巡回指導の成果は、指導実施の際の受講者リストや COGES 研修マニュア

ルの配布数などの記録、保健行政区が作成する COGES組織化・研修の行動計画で確認する。こ

れらは、コンサルタントによる本プロジェクト全体の監理業務の一環として確認し、特に、保

健行政区が作成する行動計画は、最低限の記載事項を定め、保健行政区から地方保健局、保健

省を経て提出させる。 

保健行政区による COGES 組織化・研修による成果は、活動実施後に実施記録（日程、内容、

指導者、受講者リスト）を保健行政区から提出させて確認する。また、COGES の組織化につい

ては、当該 CSPS建設完工を期限として、保健行政区および CSPSより選出後の COGESメンバー

のリストを文書で報告させる。CSPS の薬局販売員の配置、すなわち COGES の活動開始は、

COGES メンバーリスト上で確認しつつ、加えて、コンサルタントの監理業務における最終検収

の際に、COGES代表者に面談して確認する。 

 

（5）ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

COGES についての住民の意識啓発や研修の内容については、保健省が有効なマニュアルを有

することから、同マニュアルに即した内容で活動を計画する。したがって、保健行政区に対す

る巡回指導も、保健省マニュアルに即した活動の計画・実施への指導を基本とする。 

ただし、保健省マニュアルには、施設・機材の維持管理についての具体的な指導は含まれて

いないことから、保健行政区レベルの能力向上とその後の COGESへの効果的な指導が可能とな

るよう、保健行政区に対する巡回指導にコンサルタント・現地技術者による維持管理指導を含

める。 

 

1）保健行政区に対する巡回指導 

場所：当該保健行政区事務所等 

期間：2日間（1保健行政区あたり） 

講師：保健省 DDSSおよび DIEM、現地技術者、コンサルタント 

対象：保健行政区幹部チーム、新設 CSPS配属予定の保健医療従事者、他（約 20名） 

内容：1．COGES組織化・研修にかかる指導 

・CSPS開設へ向けての意識啓発の進め方 

・住民による COGESメンバーの選出に関する効果的な指導方法 

・COGESメンバーに対する研修の内容と進め方 

・保健省マニュアルの使い方 
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2．CSPS施設と機材の維持管理に関する指導 

・建物、機材の使用についての日常の留意 

・ソーラーパネルおよびバッテリーの正しい使用と維持管理 

・ワクチン冷蔵庫（ガス式）の正しい使用と維持管理 

・バイクの正しい使用と維持管理 

・その他 

教材：保健省マニュアル（講師用）、コンサルタント作成資料 

主な成果品：COGES組織化・研修の行動計画書（研修終了後 1か月以内に提出させる） 

 

2）COGES組織化・研修活動 

場所：CSPS建設が予定される村 

期間：7日間（1CSPSあたり） 

講師：主任医務官、保健行政区職員、現地技術者、新設 CSPS保健医療従事者 

対象：建設予定村のリーダー、一般住民（30人） 

内容：第 1日 保健サービスと CSPS 

第 2日 COGESとは何か 

第 3日 COGESの仕事 

第 4日 経理/薬品販売管理/スタッフ雇用/維持管理の方法 

第 5日   〃 

第 6日   〃 

第 7日 保健施設の運営管理、学習内容のおさらい 

教材：保健行政区作成の教材 

保健省マニュアル（受講者に研修終了後の参考書として配布） 

その他：受講者用のノートと筆記具 

主な成果品：受講者のリスト、COGESメンバーのリスト 

 

（6）ソフトコンポーネント実施リソースの調達方法 

本プロジェクトにおけるソフトコンポーネントは、意識啓発や研修指導のコンテンツなどは

既存のリソース（保健省策定の研修マニュアル等）を最大限に活用する。また、人的投入の効

率性を確保するうえで、保健省の担当部と日本人コンサルタントの協働で活動の管理、指導に

あたることが適切と判断され、したがって、本プロジェクトにおけるソフトコンポーネントは、

コンサルタントによる直接支援型を想定する。 

 

1）研修の内容 

保健省では COGESの組織化と研修について、2種のマニュアル（指導者用、受講者用）を

策定し、CSPS が新設される場合は、同マニュアルに基づいて、保健行政区が住民の意識啓
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発、COGES の組織化と研修（7 日間程度）、活動開始後の監督指導を行うものとして推奨し

ている。同マニュアルは、プライマリ・ヘルスケアの考え方や、「ブ」国の保健サービスシ

ステムとCSPSの概要を説明したうえで、村に新設されるCSPSの運営とCOGESの具体的な役

割、さらには薬品の販売記録などの具体的な例と使い方なども丁寧に説明したもので、何

よりも、CSPS とこれを取り巻く村落の実情に適している。以上から、本プロジェクトにお

いても、「ブ」国の保健行政としても日本の協力事業としても、別途研修ガイドライン・マ

ニュアルを作成することは極めて非効率であり、既存の保健省マニュアルを最大限に活用

することが適切と判断される。 

 

2）人的投入の効率性 

保健省マニュアルを使用した保健行政区に対する指導を行う上では、同マニュアルを管

轄する保健省保健システム地方分権課から指導者を派遣することが最も効率が良い。また、

CSPS の建物と機材に関する維持管理指導は、具体的かつ効果的な指導を実現するには、保

健省 DIEM とコンサルタントが指導項目・内容を予め整えて、傭上する現地技術者に事前の

指導を行っておく必要がある。当然ながら、COGES の組織化と活動開始までのスケジュー

ルは CSPS の建築工程から切り離されるべきではなく、すなわち、ソフトコンポーネントに

よる活動は本プロジェクト全体の工程とともに監理されることが望ましい。現地コンサル

タント等に再委託すると、巡回指導開始までの準備、建築工程進捗とソフトコンポーネン

トによる活動のスケジュール調整等に関し、新たな業務が派生することとなって、効率が

低下する。以上から、ソフトコンポーネントによる活動は、コンサルタントによる直接支

援型とすることが適切と判断する。 

 

（7）ソフトコンポーネントの実施工程 

活動は、CSPS の建築工程にあわせて実施するものとし、着工から竣工 3 か月前までに保

健行政区に対する巡回指導を実施し、竣工前の 3 か月間の期間内に各保健行政区による

COGES 組織化・研修を実施する。なお、第 1 バッチと第 2 バッチにまたがって CSPS が建築

される保健行政区については、保健行政区に対する巡回指導は第 1 バッチのうちに実施す

る。 

 
図書配布

▽
入札
▼

契約
▼

図書配布
▽

入札
▼

契約
▼ 建築（第1バッチ）

建築（第2バッチ）
図書配布

▽
入札
▼

契約
▼

図書配布
▽

入札
▼

契約
▼

保健行政区に対する巡回指導
時期：着工～竣工3か月前
期間：保健行政区ごとに2日間

COGES組織化・研修
時期：竣工3か月前～竣工
期間：CSPSごとに7日間

（保健行政区ごとに実施）

第1バッチと同じ
ただし、第１バッチの対象は除外

第1バッチと同じ

 

事業実施工程 

  

 

事業実施工程 

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ 

  

 

ｿﾌﾄｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ 
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図 3-7 ソフトコンポーネント実施工程 

（8）ソフトコンポーネントの成果品 

1）保健行政区に対する巡回指導 

・受講者リスト（氏名、所属、資格、署名） 

・COGES組織化・研修の行動計画書（研修終了後 1か月以内に提出させる） 

 

2）COGES組織化・研修活動 

・受講者リスト（氏名、居住村） 

・COGES選出結果（選出方法、選出メンバーの氏名、役割等） 

 

（9）ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費は 9.1百万円である。 

 

（10）相手国側の責務 

・保健省担当者（DDSSおよび DIEM）の派遣 

・保健省マニュアル（原稿）の提供 

・研修場所の提供（保健行政区事務所 2日、CSPS建設予定村 7日） 

・主任医務官および保健行政区幹部チーム、その他のメンバーの動員 

 

 

3-2-4-9実施工程 

 

（1）全体工程計画 

本プロジェクトにおける工事入札は、入札図書作成から着工まで 7.5 か月を想定する。工事

は 2バッチに分け、それぞれ施設工期を 12.5 か月と設定した。12.5 か月のうち最初の 1か月

を建設会社の免税措置などの手続きおよびコンクリートの試験練り期間とし、雨季に工事効率

が低下する期間を 2か月、各サイトの着工時期を調整するための期間を 0.5か月、実質的な工

期を 9か月とした。現地では CSPS建設の工期は通常 7～8か月程度とされているが、本プロジ

ェクトでは旧標準設計よりも面積が大きくなっていること、コンクリートラーメン構造の採用

で工事の難易度が上がったこと、さらに品質管理のため現地工事で実施していないコンクリー

ト圧縮試験を採用したこと等により、従来よりも工程をやや長く設定した。全体工期は第 1バ

ッチ入札期間の 7.5か月、第 1バッチ工事期間 12.5か月、第 2バッチ工事期間 12.5か月、調

達代理機関撤収期間 1か月で工期全体は 33.5か月である。 

 

（2）施工監理計画 

工事契約後、契約に基づき施工業者に施工計画書を提出させ、施工工程の確認および材料調
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達工程の確認を実施する。契約期間の当初 1 か月は、TVA 付加価値税のための申請準備期間と、

コンクリートの試験練期間とする。各業者より現場で使用予定の骨材を首都の国立ラボに持ち

込み、試験錬を実施し、コンクリートの圧縮強度試験を実施し、その強度を確認する。この圧

縮強度試験は、コンクリートの品質確保の上から欠くことのできない工程であり、「ブ」国大

型公共工事ではしばしば活用されており、B4クラスの施工業者であれば実施可能である。 

現地コンサルタントによる現場施工監理においては、2～3 名の現場施工監理者が各ロット 6

～9 サイトの工事監理を担当してすべての建物に対して充分に監理する。監理内容は週報にま

とめ、主任技術者を通じて建築工事常駐監理者に提出される。元請コンサルタント側の建築工

事常駐監理者は、本邦統括責任者の指導や支援を受けかつ設備監理者のスポット監理や、現地

コンサルタントと協力して工事着手から完了まで監理する。また、工事代金支払い時期には、

本邦統括責任者と建築工事常駐監理者 1は、施工業者から提出された工事代金の請求書と現場

の出来高を査定するが、査定に必要な書類は各施工監理者らから拠点建築工事常駐監理者にて

確認、建築工事常駐監理者 1がとりまとめの上、本邦統括責任者へ提出する。 

また、現場での定例会議には可能な限り建築工事常駐監理者が出席するものとし、この会議

で承認、確認された事項などを整理して月例報告書として調達代理機関および相手国政府に提

出する。 

 

（3）実施工程 

 

通月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35

機材/車輌第1バッチ

機材/車輌第2バッチ

施工監理

工
事
施
工

調達代理機関

交換公文調印（E/N)

建築第１バッチ

井戸掘削

建築第2バッチ

E/N及びG/A
AA

工期12.5か

工期8か月

工期12.5か月

機材/車輌搬入

全体工期33.5か月

閣議

機材/車輌搬入  

図 3-8 実施工程 

 

 

 

 

3-3相手国側負担事項の概要 

 

本プロジェクトにかかる「ブ」国側負担の内容は以下のとおり 

 

① 建設敷地の確保 
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② 施設完成スケジュールに合わせて、CSPSに必要な保健医療従事者を配置する 

③ 本プロジェクトに掛かるすべてのサービス、資機材にかかる関税、市税・付加価値税、そ

の他課徴金の免税を適切に措置する 

④ B/A に基づく銀行サービスに対して、「ブ」国政府の口座から調達代理機関の口座への資

金移動に係わる手数料を負担する 

⑤ 契約に基づく製品と役務の提供に関して必要とされる日本人の被援助国への入国と業務

遂行のために必要な措置をとる 

⑥ CSPS開設時に必要とされる薬品一式を支給する 

⑦ 「ブ」国側による本プロジェクトの実施の支援 

 

 

3-4プロジェクト対象施設の運営・維持管理計画 

 

CSPS の保健医療従事者の給与は保健省予算から支払われ、その他の費用は CSPS で販売され

る薬品（CSPS開設時に保健省より一式支給される）の収益で賄われる。 

機材等の軽微な修繕は、COGESによる CSPSの運営費あるいはコミューンの資金で対応可能で

ある。しかし、これらで対応可能な金額を超える修繕が必要な場合は、保健行政区の支援をう

ける。 

 

 

3-5プロジェクトの概略事業費 

3-5-1協力対象事業の概略事業費 

本事業を実施する場合に必要となる日本側事業費総額は、以下(1）に示す積算条件によれば、

表 3－20 となる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。日本と「ブ」

国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、以下（2）のとおり。なお、「ブ」国負担金額は、

2010年度保健省事業費予算 39,124百万 FCFA（表 2-1）の約 0.2％であり、十分負担可能な範囲

と判断される。 

 

(1)積算条件 

・積算時点 ：平成 23年 4月 
・為替レート ：1FCFA＝0.1736円 
・施工期間 ：第 1バッチ、第 2バッチの 2期に分ける工事とし全体工期は 33.5 か月 
・その他 ：積算は、日本政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 
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(2)概略事業費 

 

表 3-20 日本国側負担金額一覧 

 

 

 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

 

 

表 3-21 相手国側負担金額一覧 

項目 数量 単価（FCFA） 
合計金額

（FCFA） 
根拠 

プロジェクト用口座開設費用・支払い

手数料（建設前） 
1  8,650,000 E/N金額×0.1％ 

CSPS開設時薬品代 （建設中） 39 1,025,153 39,980,967  

現場監理費(保健省職員のモニタリン

グ出張旅費) 
10 1,500,000 15,000,000  

合計金額 63,460,967  

 

本プロジェクトに必要な「ブ」国側負担分概略事業費は 0.11 億円と見込まれる。（日

本側負担分：施工・調達業者契約認証まで非公表） 

 

3-5-2運営・維持管理費 

既述のとおり、本プロジェクトの実施にあたり 39か所の CSPSに保健医療従事者計 117名の

保健医療従事者が必要とされる。従事者の平均年間給与が約 1,440，000FCFA であることから

39 か所の CSPS を新設することで年間約 164,160,000FCFA が新たに必要とされる。これは保健

省の年間の人件費の 0.6％であり、問題なく対応できると考えられる。 

 

COGES による薬品販売価格は、政府による棟準価格に 15％を上乗せして販売することができ、

この利益が CSPSの運営にあてられる。本プロジェクトの診療圏人口 5,000～8,500人では概ね

年間 1,100,000～1,200,000FCAの収益が期待でき、その予算内にて運営を行う必要がある。予

算使用用途の内訳はの表 3－22に算定する。 
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表 3-22 施設の運営維持管理費 

1.運営管理費（年間) 

項目 用 途 概算費用 備考 

1)ｶﾞｽ代（ﾌﾞﾀﾝｶﾞｽ） 冷蔵庫の熱源 100,000   

2)水使用料 
既存井戸使用の場合（井戸保有の場合は

修繕用積立費とする。） 
30,000   

3)ガソリン代 予防接種活動用バイク 2台 270,000  

4)人件費 
COGES職員（薬販売員、ガードマン・雑

用） 
600,000  

運営管理費合計 1,000,000   

2.維持管理費(年換算) 

項目 頻度 点検個所 作業内容 概算費用 備考 

1)塗装費 15年毎 壁、建具 現場塗装 60,000 /年 

2)建具補修費 1か所/5年 建具、造作 取り換え 20,000 /年 

3)備品等修繕 2年毎  修理、部品取り換え 20,000 /年 

維持管理費合計 100,000 /年 

年間運営維持管理費総計 1.+2. 1,100,000 /年 

（注）COGESの資金力を超える修繕等は保健行政区の資金援助による。     （単位：FCFA） 

 

 

3-6協力対象事業実施にあったての留意事項 

留意事項はない。 
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第4章 プロジェクトの評価 

 

4-1 事業実施のための前提条件 

「ブ」国では土地は国に帰属し、土地を使用する権利はコミューンに属する。したがって、

CSPSを建設する場合は、建設用地使用権を有するコミューンの承諾が必要となる。本プロジェ

クトで建設する39か所の用地については、保健省職員および本邦調査団が全サイトを訪問し、

当該村の長の署名による利用承諾書を取得した。なお、「ブ」国において、工事開始前の行政側

による建設許可や消防署の同意等を取得する必要はない。 

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手側投入（負担）事項 

保健省によって、新設される39か所のCSPSそれぞれに3名の保健医療従事者（看護職、助

産職、公衆衛生職各1名）計117名が配置されなければならない。また、CSPS運営の回転資金

事業への初回の投資にあたる基礎薬品一式が各CSPSに配布される必要がある。 

 

4-3 外部条件 

本計画の協力準備調査の期間中、「ブ」国の治安の悪化等により、現地調査が一時中断するな

どした。今後も同様の混乱が生じた場合は、実施工程に著しい遅れが生じ、計画完工後のCSPS

の保健サービス活動が阻害される可能性もある。また、「ブ」国ではこれまでにも大洪水で大き

な被害が出たこともあり、そのような大規模な自然災害が生じれば、工事の実施工程および完

工後のCSPSの活動が中断することも想定される。 

 

4-4プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトは、「ブ」国内においても特に状況が悪い地域においてCSPSの建設をとおし

て当該地域における基礎保健サービスへのアクセスを改善させることを目標とするものであり、

貧困層への基本的社会サービス（教育・保健・水の供給）を優先課題のひとつに掲げて進めて

きた「ブ」国政府のこれまでの開発政策、その延長として成長の加速と持続性を高めるための

施策、また、これら国家開発政策を踏まえて、住民にとっての基礎保健サービスへのアクセス

の改善を主眼としてきた保健政策に確実に貢献する。また、わが国のTICADフォローアップ事

項「1000箇所の保健施設の改善」およびMDG目標5「妊産婦や新生児死亡への低減」に貢献す

ることが期待され、貧困削減、人間の安全保障への貢献を方針としてきた日本の「ブ」国に対

する援助方針とも整合する。 

39の CSPSにはそれぞれ5,000～8,500人の診療圏人口が想定され、本計画実施による直接的

な裨益人口は39か所全体で23.4万人にのぼる。また、保健行政区の性別年齢別人口の比率を

用いて、各診療圏における出産可能年齢女性（15～49歳）、乳幼児（0～5歳未満）の人口を推

計すると、23.4万人のうち5.4万人が出産可能年齢女性、4.5万人が乳幼児であると考えられ
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る。 

これら23.4万人の裨益人口は、通信・交通手段も極めて限られる地方の遠隔地に暮らす人々

である。現状において、保健サービスまでの距離は10～70 kmもあり、徒歩以外の交通手段を

持たない女性や子どもにとって到達できる距離ではない。本計画が実施されることにより、こ

れら23.4万人が概ね10km以内に保健サービスを有することとなり、地方農村部の貧困層の生

活改善としての効果も大きい。 

 

4-4-2 有効性 

本プロジェクトの実施により、以下の定量的効果および定性的効果が期待され、有効性は高

いと判断される。 

 

(1) 定量的効果 

ア 対象地域におけるCSPSの診療圏半径の平均が9.16KM（2009年）から8.22Kｍ（2015年）に10％

短縮する。 

イ 対象地域（10保健行政区）における住民一人当たりの年間受診数が0.58回（2010年）から

0.64回（2015年）の10％増加する。 

 

(2) 定性的効果 

ア 一次医療施設へのアクセスが容易になることから、対象地域における基礎医療サービスが

改善に寄与する。 

イ CSPSの日常の運営・維持管理を担う運営委員会（COGES）の組織化・研修指導により、対象

CSPSにおけるCOGESの組織化が促進される。 
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